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は じ め に

平成20年度は中国産餃子が市場に流通し，食品の安全性を脅かす事件が発生しました．

平成21年度には新型インフルエンザ（A/H1N1）が世界的に流行し，当研究所はこれら健康

危機管理における技術の中核機関として県行政の要望に応えてきました．平成22年度には

健康危機施策に迅速対処するため，これまでの総合企画部から健康福祉部に所管替えにな

りました.このような状況の中，県庁各担当課や保健所等との連携を密にし，行政検査，

調査研究，疫学情報解析，保健所等への技術支援の４本柱を中心に一層の信頼を得るよう

努めています．

当研究所は，総合企画部所管時には，主に「もの造り（産業分野）」や「もの育て（農

林水産分野）」を目指した試験研究を行って来ましたが，昨今の健康危機管理事案の対応

を強化するため，「県民の皆さまの安全で安心な生活をお守りする（保健衛生分野）」研

究に重点をシフトさせています.そのため，健康福祉関連の医学・薬学・獣医学・看護学

など大学，保健所，健康・環境等の企業と連携した共同研究体制を見直し，研究活動をと

おして県庁関係各課が直面している行政要望に即応した地域連携型研究を進めています．

また疫学情報解析分野の研究充実に向けた課題提案にも取り組んでいます．

これら健康危機管理事案に迅速かつ的確に対応するため最新機器を導入し，食品中の残

留農薬や環境汚染物質などの検査体制を整備して，県民の皆さまの安全で安心な生活の確

保に努めています，これと共に，国立研究機関や近隣自治体の試験研究機関との情報交換

や協力体制，また最新技術情報を収集するネットワークの構築などをとおして研究環境の

充実を図っています．岐阜薬科大学とは教育研究協力に関する協定（連携大学院方式）を

とおして現場ニーズに対応できる研究者の育成や研究ゼミによる最先端研究の紹介を実施

しています．技術支援事業としては，環境・衛生分野における最新の技術情報を現場に普

及させるため，行政担当職員に対する技術研修や個別事案に対する技術指導を実施し，県

民や企業からの技術相談に対しては技術指導や受託研究，出前講演などを実施しています．

これらの研究成果は，病原性ウイルス，細菌による食中毒や高病原性鳥インフルエンザ

など新興感染症の発生に対応する検査体制の充実や日常検査としての感染症対策，食中毒，

残留農薬，薬事，土壌，水質，大気汚染等の行政検査に反映させています．今後も県庁各

担当課や保健所との連携を密にして，県民の皆さまの安全で安心な生活確保に直結した先

端的な研究を行い，科学技術の中核を担うため信頼性の高い検査体制を整備して迅速な

対応に努め，県民生活の向上に貢献できる研究所になるよう，所員一同, 誠心誠意業務

に取り組んでいます．

ここに平成21年度の研究成果と業務概要を取りまとめましたので，何とぞご高覧の上ご

意見，ご指導を賜れば幸いに存じます．

平成22年12月

岐阜県保健環境研究所

所長 坂井 至通
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 資  料  

岐阜県における新型インフルエンザ(AH1N1pdm)検査について 

 

葛口剛，青木聡，岡隆史，三輪由紀子，白木豊，猿渡正子 

 

要  旨 

2009年世界的に猛威をふるった新型インフルエンザの岐阜県での患者発生に伴い，保健環境研究所において

「全数調査」，「クラスターサーベイランス」，「入院サーベイランス」の検査として延べ618事例，および「発生

動向調査」の検査として70事例の検体について遺伝子検査を行い，579人の新型インフルエンザ(AH1N1pdm)陽性

（陽性率84%），５人のAソ連型インフルエンザ，10人のA香港型インフルエンザ陽性を確認した． 

 

キーワード：新型インフルエンザ(AH1N1pdm)，パンデミック，遺伝子検査 

 

１ はじめに 

2009年４月にメキシコ及び米国において，今まで流

行していたインフルエンザウイルスと抗原性が異な

るインフルエンザウイルスの流行が確認され，「新型

インフルエンザウイルス」と認められた．このウイ

ルスの伝播速度は速く全世界中に広まり，発生確認

から約２ヶ月後の６月11日には「WHOによる新型イ

ンフルエンザ世界的流行の警戒水準」が最高のフェ

ーズ６（パンデミックが起きていることを示す）に

引き上げられた．日本国内においても，発生国から

の帰国・入国の際の空港等における検疫が強化され

たが，発生確認から約３週間後の５月16日には渡航

歴のない人の感染・発症が関西地方で確認され，国

外での感染・発症ではなく，国内での感染が起きて

いることが示され，その後全国各地に感染が拡大し

ていった． 

 

２  保健環境研究所における検査経緯 

 岐阜県においては，メキシコでの発生が公表され

た翌４月25日には「岐阜県新型インフルエンザ対策

推進会議」が開催され，WHO の警戒水準がフェーズ

４に引き上げられた 28日には「岐阜県新型インフル

エンザ対策本部」が設置された．当所においては，

５月より国立感染症研究所が示した検査マニュアル

に基づき検査体制を整え，新型インフルエンザ疑い

の患者を全て検査する「全数把握」に対応した 24

時間検査体制を敷いた． 

 「全数把握」は７月23日まで行い，翌24日から

は同一の集団（学校，施設，サークル等）に属する

者の間でインフルエンザ（疑いを含む）が続発して

いる場合，当該感染疑い集団の一部の患者について

検査を行う「クラスターサーベイランス」（８月27

日まで）及び入院患者全てを検査する「入院サーベ

イランス」（12月21日まで）を行い，12月22日か

らは入院患者のうち重症患者のみを検査する「入院

サーベイランス」で対象となる患者検体を検査した

（表１，表２）．また，７月 24日からは感染症発生

動向調査事業による定点医療機関等からのインフル

エンザ検体の受け入れも同時に行った． 

 

表１ 岐阜県における主な新型インフルエンザ対応

検査の経緯 

 

 

 



岐阜県保健環境研究所報 第 18号(2010) 

- 2 - 

表２ 検査件数とインフルエンザウイルス検出状況 

 
 

３ 検査材料および検査方法 

3.1 検査材料 

 検査材料は，医療機関等においてインフルエンザ

を疑う患者または，インフルエンザ迅速診断キット

で A型陽性を示した患者から咽頭及び鼻腔の拭い液

（両方または片方）を採取し，所管の保健所が当所

に搬入した． 

3.2 検査方法 

3.2.1 検体処理 

 実験室内感染を防止するために検体処理は，防護

服，前掛け，ゴーグル，N95マスク，2重手袋，長靴

を装備した上で，安全キャビネット内で行った．搬

入された検体材料の綿棒をメジウム内でよくほぐ

し，取り除いた後，3,000rpm，20分間遠心分離し，

上清を検査検体とした． 

3.2.2 ウイルス遺伝子検出検査 

 遺伝子検出手順は図１に示す国立感染症研究所が

作成した検査マニュアル 1)に従い行った．  

 

図１ 遺伝子検出の手順 

 

 ウイルス RNA の抽出は，市販の RNA 抽出試薬 

(QIAamp Viral RNA Mini Kit (QIAGEN))を用いて行

った．得られた RNA を鋳型に QuantiTect Probe 

RT-PCR Kit（QIAGEN, リアルタイム RT-PCR）及び，

OneStep RT-PCR Kit（QIAGEN, コンベンショナル

RT-PCR）を用いて次に挙げる①～⑤のウイルス遺伝

子の増幅反応を行った． 

①A 型インフルエンザウイルス特異的 M タンパク質

遺伝子（以下TypeAと略す） 

②新型インフルエンザウイルス特異的ヘマグルチニ

ン（HA）遺伝子（以下SwH1と略す） 

③A香港型インフルエンザウイルス特異的HA遺伝子

（以下AH3と略す） 

④Aソ連型インフルエンザウイルス特異的HA遺伝子

（以下AH1と略す） 

⑤B 型インフルエンザウイルス特異的 M タンパク質

遺伝子（以下TypeBと略す） 

3.2.3 判定 

TypeA

SwH1

TypeA PC

SwH1 PC

NC

Real-time RT-PCR ①

PC: positive control

NC: negative control

Conventional RT-PCR ②

SwH1TypeA

A
Sw

 

図２ リアルタイム RT-PCR①及びコンベンショナ

ル RT-PCR②によるウイルス遺伝子の検出事例 

リアルタイムRT-PCR①：目的遺伝子の増幅に伴い，

経時的に濃度に応じ蛍光強度が上がり，ΔRn値が上

昇するカーブを描く．コンベンショナル RT-PCR②：

反応終了後の電気泳動写真．（増幅目的遺伝子を→

で示す．） 

 

上記図２－①の様にリアルタイム RT-PCR で TypeA

及びSwH1が検出されたもの，もしくは図２－②の様

にコンベンショナル RT-PCR において TypeA 及び

SwH1 の増幅が確認できた検体を新型インフルエン
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ザ陽性とした．一方、TypeA 及び AH3 の増幅を確認

した検体はA香港型インフルエンザ陽性とし，TypeA

及び AH1の増幅を確認した検体は Aソ連型インフル

エンザ陽性とした． 

 

４  結  果 

  県内初の疑い症例患者は米国より帰国した子供

で，検体は５月７日未明に搬入され，検査の結果は

インフルエンザ陰性であった．県内最初の感染確認

事例は国内発生から１ヶ月経過した６月 16 日に検

体採取・即日検査した２名の患者（米国より帰国し

た男児および隣県の大学に通う男子大学生）であり，

検査開始から20及び21事例目にあたる．これらの

事例を含め，「全数把握」では 143事例について検

査を行い，99事例から新型，５事例から Aソ連型，

10事例からA香港型インフルエンザウイルスが検出

された．「クラスターサーベイランス」において 72

事例を検査し，新型インフルエンザウイルスが 68

事例から検出された．「入院サーベイランス」にお

いて 403事例を検査し，新型インフルエンザウイル

スが 346事例から検出された．また，発生動向調査

事業として搬入された 70事例では，新型インフルエ

ンザウイルスが66事例から検出された．総検査数は

延べ 688事例分，新型インフルエンザは 579事例で

あった（表２）． 

 

表３ 男女別入院患者数及び年齢分布 

 

 

５  考 察 

 「全数把握」，「クラスターサーベイランス」が

行われた流行初期には，米国など感染者が出ている

地域からの帰国者や学校内感染の学生およびその家

族，医療関係者が事例の大半を占めた．一方，流行

時に行った「入院サーベイランス」では，事例の約

８割（319事例）が12歳以下で，入院患者が低年齢

層に集中しており，また，女性よりも男性の入院患

者が多かった（表３）． 

更に，クラスターサーベイランスが終了し，入院

サーベイランスのみとなった第 36 週以降の週あた

りの入院サーベイランス検査数と岐阜県内インフル

エンザ患者報告数を示す「定点あたりのインフルエ

ンザ患者数」が同じように推移していることから（図

３），新型インフルエンザ患者は一定の割合で重症

化し，入院したと推測される． 
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図３ 検査件数および定点あたり患者数の推移 

 

また，入院患者の症状としては「脳炎・脳症」，「異

常言動・意識障害」，「肺炎」，「喘息の悪化」な

ど重い症例が86事例，重症化が懸念された基礎疾患

を有する患者が約 1/3の133事例であった（基礎疾

患を有する重症患者を含む）．これに対し，「経過

観察」が目的と思われる「基礎疾患なし」かつ「重

症例でない」入院事例が非常に多かった．全国で急

激に容態が悪化する事例が多発した影響があったた

めと思われる（表４）． 

 

表４ 入院患者の症状及び基礎疾患保有状況 

入院サーベイランス患者数 403

肺炎併発 37

呼吸異常（喘息等） 15

脳炎・脳症 5

意識障害・異常言動 14

(熱性)けいれん 14

嘔吐・下痢 14

８6重症事例 基礎疾患あり 133

呼吸器疾患 86

てんかん 7

糖尿病 4

腎疾患 4

脳疾患 3

心疾患・高血圧 6

複数の症状・基礎疾患を有する患者あり  

 

 表２に示したように，インフルエンザ検出検査に

おいて８月以降，県内で季節性インフルエンザウイ
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ルスは検出されず，インフルエンザ陽性患者は全て

新型インフルエンザウイルスによるものであった．

このことは2009/10シーズン全国集計で新型インフ

ルエンザウイルスが全インフルエンザウイルス検出

例の 95%以上を占める結果と合致している（Aソ連型

インフルエンザウイルスは全国的にも検出されてお

らず，A 香港型および B 型インフルエンザウイルス

のみ検出されている）2)．今回のパンデミックを起

こした新型インフルエンザウイルスは，ブタ－ブタ

間で感染していたウイルスがヒトへの感染性を有す

るように変異したことによって発生したと考えら

れ，従来の季節性インフルエンザウイルスと抗原性

が異なったため新型インフルエンザ感染が優位に広

まり，相反して季節性インフルエンザ感染が抑制さ

れたと考えられている． 

 インフルエンザウイルスの検査は一般的に迅速診

断キットが用いられる．迅速診断キットは簡便かつ

数十分で判定が可能であるが，A 型もしくは B 型イ

ンフルエンザ感染を判定するのみである．遺伝子検

査は迅速検査よりも高コストで判定までに数時間か

かるが，検出感度は数段高く，感染初期や末期のウ

イルス量が少ない場合の診断に威力を発揮する．ま

た，A型インフルエンザであった場合の新型・Aソ連

型・A 香港型の型別には遺伝子検査又はウイルス分

離同定検査が必要となる．ウイルス分離により得ら

れた分離株を用いて流行しているウイルスの抗原性

状分析を行うことも可能で，翌シーズンのワクチン

株選定の基礎資料となる．また，薬剤耐性試験にも

必要不可欠である． 

 

６  まとめ 

 国内における新型インフルエンザの流行は収まっ

たと思われるが，「新型の再流行」，「薬剤耐性ウ

イルスの出現」などが危惧されている．今後も県民

の健康に役立てるため検査を適宜行っていきたい． 
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 資  料  

アセチルアセトン法によるホルムアルデヒド測定における留意点について 

－アセチルアセトン誘導体の吸光度およびHPLC測定値の経時変化－ 
 

神山恵理奈，梶川正勝，南谷臣昭，吉田 勲*，羽賀新世**，出屋敷喜宏***，多田裕之，河村 博 

 

要  旨 

家庭用品のホルムアルデヒド測定において，アセチルアセトンとの反応生成物の吸光度が，時間の経過ととも

に減尐する傾向が認められた．出生後24ヶ月以内の乳幼児用繊維製品のホルムアルデヒド含有量の規制値は，

アセチルアセトンとの反応液の吸光度差が0.05以下と定められているが，所定反応終了後の経過時間が1時間

以内であれば吸光度の減尐率は1%程度であるため，結果の判定に大きな影響はないと考えられた．24時間経過

後の吸光度の減尐率は，標準液で10～15%，試験溶液で5～10%であった．この差は，試験溶液では時間の経過

とともに初期縮合物が分解し，ホルムアルデヒドが生成するためと推察された．また，確認試験とする高速液体

クロマトグラフによる測定においても，時間の経過とともに測定値が小さくなる傾向がみられた．  

 

キーワード：ホルムアルデヒド，アセチルアセトン，吸光度，HPLC，経時変化 

 

１ はじめに 

ホルムアルデヒドは防しわ・防縮加工剤あるいは

接着剤として衣類や壁紙など様々な製品に使用され

ており，日常の生活において接触する機会が多い化

学物質である．ホルムアルデヒドは皮膚に接触する

と，かゆみや発疹などの症状を伴うアレルギー性皮

膚炎を引き起こす恐れがある．とくに乳幼児では低

濃度でも発症する場合があるため，「有害物質を含有

する家庭用品の規制に関する法律」（家庭用品規制

法）では，出生後 24 ヶ月以内の乳幼児用繊維製品

のホルムアルデヒド含有量の規制値を吸光度差

0.05以下または繊維1 gあたり16 μg以下と定めて

いる 1), 2)．家庭用品規制法では，衣類に含まれるホ

ルムアルデヒドの試験法として，操作が簡便で，感

度や再現性も良好なアセチルアセトン法を採用して

いる．この方法では，遊離ホルムアルデヒドをアセ

チルアセトンと反応させ，この反応生成物（アセチ

ルアセトン誘導体）の吸光度を測定することにより，

ホルムアルデヒドを定量する（図１）．また，吸光度

の測定で規制値を超えた場合には，ジメドン法ある

いは高速液体クロマトグラフ（HPLC）で確認する

こととされている 2)．この現行のホルムアルデヒド

試験方法に基づいた試買家庭用品の試験検査におい

て，アセチルアセトン添加後に生成されるアセチル

アセトン誘導体の吸光度および HPLC 測定値の経

時変化を観察したので，その解析結果に基づいて試

験検査時の留意点について考察した． 

 

 HCHO  +  2CH3COCH2COCH3  +  NH3 

 

 

 

 

3,5-ジアセチル-1,4-ジヒドロルチジン 

（λmax = 412～415 nm） 

 

図１ ホルムアルデヒドとアセチルアセトンの反応 

 

２ 実験方法 

H 

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘1-1 

* 現 岐阜県東部広域水道事務所 山之上浄水場：505-0003 岐阜県美濃加茂市山之上町2500 

** 現 岐阜薬科大学：501-1196 岐阜県岐阜市大学西1丁目25番地4 

*** 現 鈴鹿医療科学大学薬学部薬学科：513-8670 三重県鈴鹿市南玉垣町3500-3 

 

 

O O 

N 

CH3 CH3 

CH3 
+ 

－ 

CH3 

+  3H2O 
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 ホルムアルデヒドの測定は「有害物質を含有する

家庭用品の規制に関する法律施行規則」の別表に定

める方法に基づいて行った． 

2.1 試薬および標準液の調製 

 ホルムアルデヒド標準液：ホルムアルデヒド液（純

正化学，特級）を精製水で希釈して0.4, 0.8, 1.6, 3.2 

μg/mL ホルムアルデヒド水溶液（Std-0.4, Std-0.8, 

Std-1.6, Std-3.2）を調製した．なお，ホルムアルデ

ヒド液中のホルムアルデヒド含有量は，ホルムアル

デヒド液を0.05 mol/Lヨウ素溶液（和光純薬工業，

容量分析用）と反応させた後，過剰のヨウ素を 0.1 

mol/L チオ硫酸ナトリウム（和光純薬工業，容量分

析用）で滴定することにより求めた． 

アセチルアセトン試液：酢酸アンモニウム（ナカ

ライテスク，特級）15 g，酢酸（和光純薬工業，精

密分析用）0.3 mL, アセチルアセトン（和光純薬工

業，特級）0.2 mLを精製水に溶解して100 mLと

した． 

2.2 試料および試験溶液の調製 

 適量のホルムアルデヒドを含有する乳幼児用肌着

を検体として用いた．同一検体の異なる部位3カ所

を採取して，それぞれを細かく切ったものを試料A, 

BおよびCとした．各試料2.5 gに精製水100 mL

を加えて密栓し，40°C の水浴中で時々振り混ぜな

がら1時間抽出した．この液を0.45 μm孔径のフィ

ルターでろ過して試験溶液とした． 

2.3 アセチルアセトン法（吸光度法） 

 試験溶液あるいはホルムアルデヒド標準液 5 mL

にアセチルアセトン試液5 mLを加え，40°Cの水浴

中で30分間加温し，さらに室温で30分間放置した．

この時点から0～24時間経過後に，精製水5 mLに

アセチルアセトン試液5 mLを加えて同様に操作し

たものを対照として，413 nmにおける吸光度（A）

を測定した．また，試験溶液5.0 mL に，アセチル

アセトン試液の代わりに精製水 5.0 mL を加えて同

様に操作したものについて，精製水を対照として吸

光度（A0）を測定した． 

2.4 HPLCによる確認試験 

 試験溶液あるいはホルムアルデヒド標準液とアセ

チルアセトン試液との反応液10 μLを高速液体クロ

マトグラフ（ヒューレットパッカード，HP1100 シ

リーズシステム）に供し，紫外可視検出器で検出し

た． 

HPLC条件 

カラム：Mightysil RP-18 GP（関東化学, 4.6 mm

φ×150 mm, 粒子径5 μm） 

カラム温度：35°C 

移動相：アセトニトリル・水（15：85） 

流速：1.0 mL/min 

検出波長：413 nm 

 

３ 結果および考察 

3.1 アセチルアセトン法における吸光度の経時変

化 

 ホルムアルデヒド標準液あるいは試験溶液にアセ

チルアセトン試液を添加し，40°Cで30分間加温し，

30分間放置した後，0～24時間経過後に吸光度を測

定した．この結果，標準液の吸光度は時間の経過と

ともに減尐した（表１）．24 時間後の減尐率は，

Std-0.4 が 15%, Std-0.8 が 14%, Std-1.6 が 12%, 

Std-3.2が10%であり，いずれの標準液も10%以上

の減尐を示した．また，標準液のホルムアルデヒド

濃度が低いほど減尐率が大きかった． 

一方，試験溶液の吸光度も，時間が経つにつれて

減尐した（表２）．試験溶液の吸光度の24時間後の

減尐率は，試料Aが6.0%，試料Bが9.6%，試料C

が 7.9%であり，いずれも 10%以下であった．この

結果から，標準液と比較して試験溶液の吸光度減尐

率は小さいことが明らかとなった．この差は，法律

施行規則等にも記載されているように 2), 3), 4)，試験

溶液に含まれる樹脂の初期縮合物が分解し，ホルム

アルデヒドが遊離してくることにより，減尐率が抑

えられたためと推察される．多検体の試験を一度に

行う場合，検体毎に吸光度測定までの経過時間に差

が生じるが，実際には数十検体の吸光度は 30 分間

以内に測定することが可能である．経過時間1時間

後の吸光度の減尐率は，標準液で0.65～1.1%，試験

溶液で 0.0～1.6%であったが，乳幼児用繊維製品の

判定基準である吸光度差（A-A0）0.05を評価すると

き，その1.0%値は0.0005である．分光光度計の測

定精度から見ても，この 0.0005 という値は正確に

測定できる値ではなく，この減尐率の大きさおよび

試験溶液と標準液との間の減尐率の差は試験結果の

判定にほとんど影響を与えないものと考えられる． 
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表１ アセチルアセトン法による標準液の吸光度の経時変化 

経過時間 吸光度 

（時間） Std-0.4 Std-0.8 Std-1.6 Std-3.2 

0 0.0535 0.1077 0.2170 0.4336 

1 0.0529 0.1069 0.2156 0.4305 

2 0.0522 0.1061 0.2128 0.4263 

3 0.0518 0.1051 0.2111 0.4235 

4 0.0510 0.1038 0.2084 0.4189 

6 0.0494 0.1005 0.2043 0.4119 

24 0.0455 0.0925 0.1911 0.3893 

1時間後 

減尐率 (%) 
1.1 0.74 0.65 0.71 

24時間後 

減尐率 (%) 
15 14 12 10 

 

表２ アセチルアセトン法による試験溶液の吸光度

の経時変化 

経過時間 吸光度 

（時間） 試料A 試料B 試料C 

0 0.0655  0.0626  0.0655 

1 0.0655  0.0616  0.0649 

2 0.0651  0.0616  0.0649 

4 0.0636  nt  0.0648 

6 nta)  nt 0.0640 

24 0.0616  0.0566 0.0603 

1時間後 

減尐率 (%) 
0.0 1.6 0.92 

24時間後 

減尐率 (%) 
 6.0 9.6 7.9 

a) Not tested.（測定せず） 

 

3.2 HPLC による確認試験における測定値の経時

変化 

 ホルムアルデヒド標準液にアセチルアセトン試液

を添加し，40°Cで30分間加温し，続いて室温で30

分間放置した後，0～24時間経過後にHPLC分析を

行った．HPLC法による標準液のホルムアルデヒド

濃度測定値は，時間の経過とともに減尐し，24時間

経過後の減尐率は，Std-0.4 が 15.1%, Std-0.8 が

12.7%, Std-1.6が10.4%と，10%を上回り，吸光度

測定の場合と同様に，標準液のホルムアルデヒド濃

度が低いほど減尐率は大きくなる傾向を示した（表

３）．HPLC法では1検体の分析に20分程度要する

ため，多検体を分析する場合には分析開始までの経

過時間に大きな差が生じてしまう結果，規制値付近

の測定値を示す検体では，時間の経過により規制値

をクリアするケースが生じる恐れがある．したがっ

て，HPLC法は，定性的な確認のために用いるのが

適当であると考えられ，定量的な分析を行う場合に

は，試験溶液測定時に適時標準液の測定を組み込む

など，反応終了後の経過時間による測定への影響を

考慮する必要がある． 

 

表３ HPLC による確認試験における標準液測定

値の経時変化 

経過時間 ホルムアルデヒド (μg/mL) 

（時間） Std-0.4 Std-0.8 Std-1.6 

0 0.3892 0.7844 1.5960 

24 0.3304 0.6847 1.4294 

減尐率 (%) 15.1 12.7 10.4 

 

 ここで，法律施行規則の中に，「初期縮合物の分解

により，抽出液の呈色液の吸光度は放置中も漸増す

る．」との記載がある 2)．しかしながら，我々の試験

結果では，アセチルアセトン試液を添加し，30分間

加温，30分間放置した後の時間の経過により，吸光

度は漸減し，前述の記載と矛盾が生じた．このこと

については別途検討を要するが，本研究で示したア

セチルアセトン法では，反応終了後の時間経過とと

もに測定値が変化することに留意して，検体ごとの

測定までの経過時間の差が大きくならないよう，速

やかに測定することが重要である． 

 

４ まとめ 
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 アセチルアセトン法によるホルムアルデヒド測定

における吸光度の経時変化について検討したところ，

アセチルアセトンとの反応終了後，時間の経過とと

もに吸光度が減尐することが明らかになった．反応

終了後24時間経過時点の減尐率は，0.4～3.2 μg/mL

ホルムアルデヒド標準液の場合は10～15%，適量の

ホルムアルデヒドを含む繊維製品の試験溶液の場合

は 5～10%であり，同程度の濃度のホルムアルデヒ

ドを含む標準液と試験溶液を比較した場合，試験溶

液の方が減尐率は小さかった．実際の吸光度の測定

に要する時間は短時間であることから，この経時的

な吸光度の減尐および標準液と試験溶液の減尐率の

差は試験結果の判定にほとんど影響を与えない程度

であると見なせる．確認試験に用いるHPLCによる

測定においても，同様に測定値の経時的減尐が認め

られた．HPLC分析では1検体の分析に時間がかか

るため，多検体を分析し、その結果を定量に用いる

場合には，反応終了後の時間経過により測定値が減

尐する点について十分注意する必要がある． 

 

文 献 

１）有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法
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 資  料  

カートリッジ式ストリッピングボルタンメトリ－法の 

一般廃棄物処理施設における適用事例 

 

岡 正人，佐々木正人，滝上英孝※，小林常伸※，貴田晶子※ 

 

要  旨 

溶融スラグの製造現場で適用可能な簡易試験法の確立を目的として，高頻度で検出される鉛を対象とし，カー

トリッジ式ストリッピングボルタンメトリ－（CSV）法の実スラグへの適用について検討した．10日間連続モニ

タリングによる品質変動を追っても，CSV法は公定法と同様に品質変動を十分にモニタリングできることが確認

された．また，一般廃棄物処理施設に装置を持ち込み，施設の分析技術者が分析を行った結果，低濃度ではあっ

たが公定法と良く一致した．このことより，CSV法は現場での溶融スラグの品質管理に有効であると考えられた． 

  

キーワード：ＣＳＶ法，溶融スラグ，モニタリング 

 

１ はじめに 

一般廃棄物の溶融固化物の再生利用に関する品質

基準は，日本工業規格（JIS）においてコンクリート

用溶融スラグ骨材及び道路用溶融スラグ骨材につい

て溶出基準及び含有量基準が定められている１～２）．

その中には，試料はあらかじめ定めた採取場所およ

び方法にしたがって複数回（例えば，毎週1回）試

料採取をおこない，これを1ヶ月に 1回以上の頻度

でまとめて混合し，分析することを定めている． 

 また，一般的に，多種多様な廃棄物を原料とする

ことから品質変動が大きく，品質管理を日常的に行

うことは，製品の安全性の確保，廃棄物処理施設の

適正な運転管理から非常に重要であり，現場で簡単

にできる分析法の開発が期待されている．しかし，

JISで規定されるICP発光分光分析法やICP-MS等の

公定分析法は，ガス供給設備やダクト施設が必要で

あり，現場で簡易に行う試験方法には適さない． 

 ストリッピングボルタンメトリ－法（SV法）は，

溶液中の対象物質を電極上に還元または酸化して濃

縮し，逆電圧を印加し酸化または還元電流を測定す

る方法であり，装置の簡易性，コンパクト性に優れ，

かつ高感度で分析が可能である３～５）． 

そこで，本研究では，電極部を使い捨てカートリ

ッジとしたカートリッジ式ストリッピングボルタン

メトリ－法（CSV法）により，溶融スラグで高頻度

に検出される鉛（Pb）の分析と一般廃棄物処理施設

での適応性についての検討を行った． 

 

２．方法 

2.1 ＣＳＶ測定装置 

 CSV測定は，Geo-REX（積水化学工業（株））を

用いて行った．この測定装置は，目的金属の濃縮部

と電極部とからなる分析用カートリッジと，カート

リッジに接続し得られる電気信号を処理する処理ユ

ニット(本体)から構成されている．分析カートリッ

ジ及び装置本体の写真を図1及び図 2に示す． 

2.2 溶融スラグ試料の採取および溶出操作 

 溶融スラグは，一般廃棄物焼却灰を原料として製

造される溶融スラグを，実施設から採取した．この

施設は電気プラズマ式灰溶融方式で，スラグの冷却

方法は水冷式である． 

 溶出試験は JIS A 0058-1による溶出試験（以下，

46 号試験）により，含有量試験（1N 塩酸抽出量）

は JIS A 0058-2（以下，19号試験）により行った． 

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘 1 

※独立行政法人国立環境研究所 循環型社会・廃棄物センター：305-8506 茨城県つくば市小野川 16-2 
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      図 1 分析用カートリッジ           図 2 装置本体 

 

2.3 分析操作 

 検液 10mL を試験管にとり，銅による妨害除去

のためにポルフィリン系マスキング剤として，

0.01mol/L ポルフィリン溶液を 72.6μL および L-

アスコルビン酸溶液 10%溶液 100μL を添加し混

合した１）．専用のカートリッジホルダーに分析カ

ートリッジを固定し，混合した検液 5mL を分析用

カートリッジに注入し，鉛を濃縮膜に保持固定化

させた． 

 Geo-REX 本体に分析用カートリッジをセット

した後，1.6M-KCl と 0.01M クエン酸からなる溶

離液で，鉛を溶出させて，ストリッピングボルタ

ンメトリ－により分析を行った． 

 また，分析値のクロスチェックとして，公定分

析法である ICP-MS により検液中の鉛の分析を行

った． 

 

３．結果と考察 

3.1 溶融スラグの品質変動のモニタリング結果 

 溶融施設から４半期毎 10 日間連続で製造され

た溶融スラグをサンプリングし，46 号試験による

溶出試験と 19 号試験による含有量試験を行い，品

質変動をモニタリングした．結果を表 1 及び表 2

に示した． 

 

 

 

     表 1 溶出試験（46 号試験）におけるボルタンメトリ－法と ICP-MS との比較 
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     表２ 含有試験（19 号試験）におけるボルタンメトリ－法と ICP-MS との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回モニタリングした結果，46 号試験で

は，ほぼすべての日で 1µg/L の定量下限値以

下であったため，溶出試験の評価は難しかっ

た．それに対し，19 号試験では，7～31mg/Kg

の範囲で変動が見られたが，ICP-MS の結果

に対して CSV 法でも品質変動が十分モニタ

リングできていた．しかし，CSV の値が

ICP-MS の結果に対して，若干低濃度で推移

した．これは，銅以外の他の金属の影響がで

ているのではないかと推定されるが，簡易法

としては，CSV 法が溶融スラグの製造現場で

の品質管理に十分利用できることが示唆され

た． 

 

3.2 現場での適用性試験 

 現場分析の適用性を検討するため，ボルタ

ンメトリ－装置を一般廃棄物処理施設へ持ち

込み分析を行った．分析者は，施設で分析に

従事している技術者とした．2 日間の分析方

法等の指導の後，溶融スラグの溶出液につい

て分析を行った． 

現場での分析結果と実験室での ICP-MS に

よる結果を表３に示した．分析結果は，定量

下限値１μg/L 付近であったため，定量下限値

以下ではあるがその結果とした．数値の比較

評価は非常に難しいが，わりと良く一致して

いるのが確認された． 

表 3 現場技術者による溶出試験の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，溶出試験の振とう時間(6 時間)を短

縮し，10 分間とすることで，より現場におけ

る分析が短時間で行えるかどうか検討した結

果を表４に示した．定量下限値の 1μg/L 以下

ではあったが，6 時間と 10 分間の溶出時間の

影響はなく，現場で採取した溶融スラグを短

時間の溶出操作で評価できることがわかった． 

 

 表 4 振とう時間の違いによる比較試験 
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４．まとめ 

 本研究では，溶融スラグの製造現場で適用

可能な簡易試験法の確立を目的として，高頻

度で検出される鉛を対象とし，CSV 法の実ス

ラグへの適用について検討した．4 半期毎 10

日間連続モニタリングによる品質変動を追っ

ても，CSV 法は公定法と同様に品質変動を十

分にモニタリングできることが確認され，

CSV 法は現場での溶融スラグの品質管理に

有効であると考えられた． 

 実際に，施設へ装置を持ち込み，施設の分

析者に 2 日間の指導後，分析を行った結果は，

低濃度ではあったが公定法と良く一致した． 
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 資  料  

下水汚泥等から回収されたリン資源の有効利用に関する研究 

 
 

佐々木正人，足立良富*，岡正人，西川治光 

 

要  旨 

下水汚泥をはじめとする国内未利用・低利用資源から回収されたリン資源の有効利用が求められている．また，

現在，岐阜県内の下水処理施設でもリン資源としての回収が始まっているが，その用途は主に肥料としての再利

用が検討されている．以上の背景から，回収リン資源について付加価値の高い工業製品への用途開発を検討する

ため，下水汚泥から回収されたリン資源を有効活用するために必要な情報・技術の調査を実施した．また，併せ

て回収リン資源の形状および性状調査などについても実施した． 

下水汚泥焼却灰から回収されたリン酸塩化合物のリン回収プロセスについては，下水汚泥焼却灰から強アルカ

リ溶液によりリン酸イオンを抽出し，リン酸カルシウム化合物として回収するシステムであった．また，回収リ

ン酸塩の形態分析を行ったところ，主要成分はリン酸カルシウムであり，その結晶形態はヒドロキシアパタイト

（HAp）とリン酸水素カルシウムであることがわかった．  

 

キーワード：下水汚泥，回収リン資源，有効利用 

 

１ はじめに 

 リンは，農業分野では肥料の三要素の一つに位置づ

けられ，生物の生存にとって必須の元素である．こ

のため，リン（リン酸）を肥効成分とする肥料が従

来から大量に生産・消費されている．自然界では，

リン酸は非常に溶解度の低い鉱石の風化や溶解によ

って供給されることからリン酸は生物生産の律速物

質であり，長い人類の農業の歴史において不足し続

けてきた物質である．このようなリン肥料の原料に

は，主にリン鉱石が用いられているが，工業用に利

用されるリン酸含有率30％(P2O5 として: P換算約

13％)以上の優良なリン鉱床は国内にはなく，我が国

は全量を輸入に頼っている状況にある1）． 

このような現状の中，世界的なリン資源の逼迫や主

要産出国の輸出制限により，下水汚泥をはじめとす

る国内未利用・低利用資源からのリン回収・活用が

強く求められており，現在，岐阜市の下水処理施設

でもリンの資源としての回収が始まり，主に肥料と

しての再利用を検討している． 

しかし，工業用などさらに付加価値が高いリン資

源の有効利用が可能になればリンのリサイクルは飛

躍的に増加するものと期待される．そこで，当研究

所ではリン資源の有効利用，特に環境浄化材料への

応用を目的として，岐阜市北部プラントの協力を得

て下水汚泥焼却灰から回収されたリン酸塩化合物の

具体的な利用方法を検討するため，予備的調査を実

施した． 

 

２ 調査方法 

下水汚泥等から回収されるリン資源の有効利用に

ついて検討するにあたり，現在のリン資源の現状の

把握，日本国内におけるリンの利用用途，岐阜市の

下水汚泥焼却灰からのリン回収の方法についての情

報収集を行った． 

また，岐阜市北部プラントの下水汚泥焼却灰から

回収されたリン酸塩化合物（実験プラントからの回

収物）の組成及び形態についての分析を行った． 

 

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘1-1 

* 現 岐阜県産業技術センター：501-6014 岐阜県羽島郡笠松町北及47 
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2.1 回収リン酸塩化合物の組成及び形態分析方法 

2.1.1 蛍光Ｘ線分析及びＸ線回折 

 蛍光Ｘ線分析は，あらかじめ低温乾燥機を用いて，

試料を40℃で約12時間乾燥させ，メノウ乳鉢で粉砕

し，加圧器にてプレスを行いペレット上に成形し，

その後エネルギー分散型蛍光Ｘ線分析装置を用いて，

Fandamental Parameter法により半定量分析をおこ

なった． Ｘ線回折は，試料をメノウ乳鉢で潰し粒が

残らないように粉砕し，標準試料ホルダーにガラス

プレートを用いて測定表面が平滑になるよう成形後，

表１示す条件において分析を行った． 

 

表１ Ｘ線回折 諸条件 

Ｘ線ターゲット  Cu，30 kV，15 mA 
フィルター  Kβ

スリット
 発散；Variable，散乱；4.2 deg，
 受光；0.3ｍｍ

カウンター  シンチレーションカウンタ
走査モード  連続
スキャンスピード  6.0°/min
サンプリング幅  0.010°
走査軸  2θ/θ
走査範囲  5.0 ～ 60.0°  

 

2.1.2 陰イオン分析 

 試料を2mmのふるいにかけ，純水との割合が 1対

10になるように混合し，30分間超音波抽出をおこな

った．その後0.45μmのメンブランフィルター用い

て上澄み液を吸引ろ過し，残った沈殿物に純水

150mlを新たに加え，再度30分間超音波抽出を行っ

た．これをさらに2回繰り返し，計4回，120分間

超音波抽出を行うって試験液とし，各抽出液をイオ

ンクロマトグラフによって定量し，含有量を求めた． 

2.1.3 陽イオン分析 

 陰イオン分析と同様の前処理操作を行い，試験液

を得た後，各抽出液についてナトリウムイオン及び

カリウムイオンについては，原子吸光光度法にて定

量し，カルシウムイオン及びマグネシウムイオンに

ついては，ICP発光分析法にて定量を行い，それぞ

れの含有量を求めた． 

 

３ 結果及び考察 

3.1 リン資源の現状の把握 

 日本はリン資源の大部分をリン鉱石として輸入し

ている．図１はその輸入量の推移を示しているが，

近年，中国，モロッコ等に依存している．各国の輸

出制限政策などにより，輸入量が減少しているのが

現状である．

 

図１ 日本のリン鉱石の国別輸入量の推移 

 

また，図2 には，リン鉱石の価格変動を示した 2）．

図より2008 年には2006 年の約9 倍に価格が上昇

している現状にある．そのため，すでにアメリカ合

衆国では戦略物資として輸出を禁止しており，有力

な産出国である中国も輸出を制限し化学肥料へ加工

しての輸出へとシフトする傾向となっている 1）．    

図２ リン鉱石の国際市況（指数） 

 

このように我が国では近い将来輸入リン資源の不

足・枯渇が危惧されている． 

 

3.2 リンの利用用途 

現在日本におけるリンの約80％は化学肥料に使わ

れており，数％が家畜飼料添加用，残りの十数％が

界面活性剤や金属処理3）などに使われているが，優

良なリン鉱石については，可採埋蔵量が限られてお

り採掘可能年数は60年程度といわれる世界的な枯渇

資源である．図３に，主な日本におけるリンの利用

用途を示した． 

リンは生物の構成成分として不可欠であり，現在

の日本においては，工業用では食品添加物としても
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利用されている． 

図３ 日本におけるリンの利用用途 

 

3.3 岐阜市の下水汚泥焼却灰からリン回収プラン

ト調査 

リン資源については，昨今のリン資源回収の重要

性の認識の広まりから，近年，下水道等の生活排水

処理分野では，リン資源回収の技術開発が行われて

おり，そのいくつかは実用化されている 4）． 

岐阜県においても，岐阜市上下水道事業部におい

て下水汚泥からのリン資源回収が行われているが，

その背景としては，岐阜市（北部プラント）では従

来，下水汚泥焼却灰を路盤材として再利用してきた

が，その「はけ口」が行き詰まりを見せてきたため，

路盤材製造を取りやめ，全国で初めて「下水汚泥焼

却灰からリンを回収するプラント」を計画・稼働さ

せたこととなった．数年にわたるミニプラント実験

を実施し，平成22 年3 月から大型プラントが本格

稼働している．図4 に岐阜市における下水汚泥焼却

灰からリンの回収方法を示した． 

図４ 岐阜市における下水汚泥焼却灰からのリン回

収方法 

 

本プラントではまず，下水汚泥焼却灰を強アルカ

リ溶液に浸漬し，リン酸イオンを抽出する．抽出し

たリン酸イオンを別の槽に移し，これに消石灰を投

入して反応させ，リン酸カルシウム化合物として回

収するシステムである．この方式では年間約千トン

の下水汚泥焼却灰から約500 トンのリン酸カルシウ

ム系化合物を回収することができることがわかっ

た. 

 

3.4  回収リン酸塩の組成と形態分析 

 岐阜市の下水汚泥焼却灰からのリン回収プラン

ト（実験用ミニプラント）で得られたリン酸カルシ

ウム系化合物含有サンプルについて，蛍光Ｘ線分析

により得られた分析結果を表２に示す．また溶出試

験により得られた主要イオンの結果について表３に

併せて示す． 

 

表２ 蛍光Ｘ線分析結果 （％） 

元素名 含有量 

カルシウム    '56 

リン    '31 

アルミニウム 3.8 

ケイ素 3.2 

硫黄 2.2 

マグネシウム     '0.31 

鉄     '0.17 

カリウム     '0.17 

ストロンチウム     '0.04 

亜鉛     '0.03 

 

表３ 溶出試験による主要イオン成分結果 

陰イオン分析結果 （mg/Kg） 

項目 成分量 

リン酸イオン   '1.3 

フッ素イオン     0.1 未満 

塩化物イオン    '120 

亜硝酸イオン   ' 1.7 

硝酸イオン     '17 

硫酸イオン    '180 
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陽イオン分析結果 （mg/Kg） 

項目 成分量 

ナトリウムイオン    '1.3 

カリウムイオン     0.1 未満 

カルシウムイオン    '120 

マグネシウムイオン    '1.7 

硝酸イオン     '17 

硫酸イオン    '180 

 

蛍光Ｘ線の分析結果から，回収リン酸塩化合物サ

ンプルの主要成分は，カルシウムならびにリンを主

成分とした，リン酸カルシウムであると推定され，

その他含まれる成分としては，アルミニウム，ケイ

素，硫黄などが含まれていることがわかった．また，

Ｘ線回折の結果、その結晶形態については，ヒドロ

キシアパタイト（Ca10（PO4)6（OH)2）とリン酸水素カ

ルシウム（CaHPO4)が混在する状態であることがわか

った． 

溶出試験の各種主要イオン成分結果からは，蛍光

Ｘ線による主要成分のカルシウムが多く溶出してい

たが，一方のリンについては，それほど溶出はして

おらず，このことからもその組成はリン酸カルシウ

ムを主成分としていることが窺える．この中で，カ

ルシウムが多く溶出しているのは，おそらくリン酸

カルシウムとしてリンを回収するために添加する消

石灰に含まれるカルシウムが多く残っているため，

その溶出量が多くなったものと思われる．また，そ

の他の成分についても有害な成分等の溶出は見受け

られず，回収リン資源の有効利用として，環境浄化

材料への適応についても問題が無いものと考えられ

る． 

 

3.5  回収リン資源の有効利用に関する適応性 

上記での述べたとおり，岐阜市の下水汚泥焼却施

設より回収された回収リン酸塩化合物は，その組成

については，リン酸カルシウムを主成分としており，

結晶形態については，ヒドロキシアパタイトならび

にリン酸水素カルシウムが混在している． 

ヒドロキシアパタイト(HAp)等のリン酸塩化合物

は，色素等の特異的吸着性能，重金属とのイオン交

換能，ガス状汚染物質等の接触分解性能などを有す

る機能性材料として注目されおり，現在では環境浄

化への応用も期待されている5)． 

また，当研究所においては，これまでにHAp 上で

のトリクロロエチレン等の接触分解や硫黄系悪臭物

質の光照射下での分解について基礎的な検討を行い，

その機能発現機構についても研究を行っている6, 7,8）． 

このような背景から，下水汚泥焼却施設より回収

された回収リン酸塩化合物については，その結晶形

態を加熱処理または化学処理等を加えことによって，

HApへの形態変換法を確立することが可能になれば，

回収リン酸塩化合物を肥料としての利用だけではな

く，環境浄化材料として工業的にもより付加価値の

高いリン資源としての有効活用が可能と考えられる． 

 

４ まとめ 

現在の日本においてリン資源の大部分はリン鉱石

として輸入しているが，昨今では，世界各国におい

てリン資源の輸出制限施策などにより輸入量が減少

しており，その価格変動は，2008 年には 2006 年の

約 9倍に価格が上昇している．  

岐阜市北部プラントの下水汚泥焼却灰から回収さ

れたリン酸塩化合物については，リン酸カルシウム

を主成分としており，その結晶形態についてはヒド

ロキシアパタイトならびにリン酸水素カルシウムで

あった．また，溶出試験結果からも，有害成分等の

溶出は認められず，回収リン酸塩化合物として環境

浄化材料等への有効利用を行う上においても，問題

のない材料であることを確認した． 

今後，回収リン資源の有効利用に関する研究を推

進するにあたり，セラミックス研究に優れた実績の

ある名古屋工業大学（セラミックス基盤工学研究セ

ンター：多治見市）およびリン酸カルシウム製造企

業である太平化学産業株式会社（本社：大阪市，春

日井工場）と共同で研究を推進し，また，引き続き

岐阜市上下水道事業部（北部プラント）には試料提

供などで協力していただく予定である． 
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なお，本研究は平成 21年度次世代産業プロジェク

ト調査研究事業費で実施したものである． 
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 資    料  

農産物中の残留農薬調査(2006～2009) 

 

菅原吉規，大塚公人，多田裕之，南谷臣昭，原信行，白木康一 

 

 

要  旨 

2006年度から2009年度に行った国内産及び輸入農産物中の残留農薬調査結果について報告する． 

国内産農産物においては，アセタミプリド，アセフェート，アゾキシストロビン，イミダクロプリド，エトキ

サゾール，エトフェンプロックス，キャプタン，クレソキシムメチル，クロルフェナピル，トリフルミゾール，

ピリダベン，フェンプロパトリン，フルフェノクスロン，プロシミドン，メタミドホス，ルフェヌロン等が検出

された． 

一方,輸入食品からは，アゾキシストロビン，イミダクロプリド，エトフェンプロックス，クロルピリホス，ビ

フェントリン，ピラクロストロビン，ボスカリド等が検出された．これら検出された農薬成分について，規制基

準値を超えたものはなかった． 

検査項目の増加，LC/MS/MS等の機器の導入，検体数の増大などにより検出農薬数は増加の傾向であった． 

 

キーワード：残留農薬，農産物 

 

１ はじめに 

近年，中国産冷凍餃子を原因とする薬物中毒や事

故米穀の不正規流通等，食の安全を脅かす事案の発

生により消費者の残留農薬に対する関心は高まって

いる．また，2006年5月29日よりポジティブリス

ト制度（農薬等が残留する食品の販売等を原則禁止

する制度）が施行され，食品の安全性，適正な市場

流通，生産現場における農薬の適正使用確保のため

に，農産物中の残留農薬の迅速な検査が求められて

いる．当所では，県内で生産される主要農産物，県

外産農産物及び輸入農産物について残留農薬調査を

行ってきた．以前に2004から2005年に行った調査

結果を報告したが 1)，今回は2006年度から2009年

度に行なった調査結果を報告する． 

 

２ 試料及び方法 

2.1 試料 

2006年度試料 

県内産農産物は野菜36検体，果実16検体，穀類

3検体，茶3検体であった．県外産農産物は38検体

であった．輸入農産物は野菜17検体，果実17検体，

穀類 8 検体，豆類 11 検体，種実類 1 検体，茶 1 検

体であった． 

2007年度試料 

県内産農産物は野菜36検体，果実12検体，穀類

4検体，茶2検体であった．県外産農産物は26検体

であった．輸入農産物は野菜35検体，果実14検体，

穀類 3 検体，豆類 16 検体，種実類 2 検体，茶 1 検

体であった． 

 2008年度試料 

 県内産農産物は野菜42検体，果実12検体，穀類

3検体，茶 2検体であった．県外産農産物は9検体

であった．輸入農産物は野菜35検体，果実類21検

体，豆類19検体，穀類3検体，種実類2検体，茶2

検体であった． 

 2009年度試料 

 県内産農産物は野菜37検体，果実15検体，豆類

5検体，穀類2検体，茶3 検体であった．県外産農

産物は6検体であった．輸入農産物は野菜34検体，

果実類25検体，豆類13検体，穀類3検体，種実類

2検体，茶1検体であった． 

岐阜県保健環境研究所：504-0838 岐阜県各務原市那加不動丘1 
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20g , 20g 5g, 10g試料 ネギ だいこん等 茶 穀類

20mL水

時間放置2

CH CN 150mL CH CN 150mL3 3

3% 20mLりん酸溶液

分間ホモジナイズ3

セライト を厚さ に載せたｶﾞﾗｽ繊維ろ紙で吸引ろ過545 1cm

セライト上の試料を で洗浄し 洗液を合わせるCH CN 30mL ,3

10g食塩

分間振とう5

相を ℃以下で減圧濃縮CH CN 403

50mL酢酸ｴﾁﾙ

溶 解

適量の無水硫酸ﾅﾄﾘｳﾑ

分間超音波脱水5

ろ紙でろ過し 溶媒留去No.2 ,

ｱｾﾄﾝ ｼｸﾛﾍｷｻﾝ( )/ 1:4

に定容後遠心分離5mL

に 注入し ｱｾﾄﾝ ｼｸﾛﾍｷｻﾝ( )で溶出させGPC 4mL , / 1:4

溶出液量 ～ の画分 を分取52mL 132mL 80ml

60mL 20mL

ｼﾘｶｹﾞﾙと を接続 ℃以下で溶媒留去ENVI-Carb/LC-NH 402

ｱｾﾄﾝ ｼｸﾛﾍｷｻﾝ( ) でｺﾝﾃﾞｨｼｮﾆﾝｸﾞ後負荷 ﾒﾀﾉｰﾙ/ 1:4 10mL

に定容1mL

ｱｾﾄﾝ ﾍｷｻﾝ( ) で溶出/n- 1:1 20mL

分析LC/MS

℃以下で溶媒留去40

ｱｾﾄﾝ ﾍｷｻﾝ( )/n- 1:1

に定容3mL

分析GC,GC/MS  

図1 試料調製法(2006～2008) 

20g , 20g 5g, 10g試料 ネギ だいこん等 茶 穀類

20mL水

時間放置2

CH CN 65mL CH CN 65mL3 3

3% 20mLりん酸溶液

分間ホモジナイズ3

セライト を厚さ に載せたｶﾞﾗｽ繊維ろ紙で吸引ろ過545 1cm

セライト上の試料を で洗浄し 洗液を合わせるCH CN 30mL ,3

100ml定容

40mL 5mL

4g食塩

分間振とう と を接続3 C18 OASYS HLB Plus

でｺﾝﾃﾞｨｼｮﾆﾝｸﾞ後負荷CH CN10mL3

相を分取CH CN3

で溶出CH CN2.5mL3

ｼﾘｶｹﾞﾙ でC18 CH CN10mL3

ｺﾝﾃﾞｨｼｮﾆﾝｸﾞ後負荷 を外し、 で溶出C18 CH CN5mL3

適量の無水硫酸ﾅﾄﾘｳﾑ

ろ紙でろ過し溶媒留去 ℃以下で溶媒留去No.2 40

ｱｾﾄﾆﾄﾘﾙ ﾄﾙｴﾝ( ) ﾒﾀﾉｰﾙ 水( )/ 3:1 / 6:4

約 に定容4ml 4mL

2ENVI-Carb/LC-NH

ﾄﾙｴﾝ( ) で 分析CH CN/ 3:1 10mL LC/MS3

ｺﾝﾃﾞｨｼｮﾆﾝｸﾞ後負荷

ﾄﾙｴﾝ( ) で溶出CH CN/ 3:1 10mL3

℃以下で溶媒留去40

ｱｾﾄﾝ ﾍｷｻﾝ( )/n- 1:1

に定容2mL

分析GC/MS  
図2 試料調製法(2009) 

 

2.2  装置 

GC：アジレント社製GC6890（FPD，NPD)及び 

島津製作所製GC2010（ECD)  

GC/MS：アジレント社製 GC6890 付き 5973MSD

及び島津製作所製GCMS-QP2010 

LC/MS：アジレント社製1100 SL LC/MSD 

LC/MS/MS：AB SCIEX製4000QTRAP  

LC/MS/MSシステム（2008年9月より） 

GPC：島津製作所製LC10ATシステム 

 

2.3 試料溶液の調製 

2006年度から2008年度にかけての試料溶液の調

製は，図1に示した方法で行った．2009年度はGPC

による精製からミニカラムを用いた方法に変更した

(図2)． 

 

2.4 検査項目 

2006 年度当初の測定項目数は 123 項目であった

が，ポジティブリスト制度に対応すべく，同年9月

より 150 項目，2007 年度より 161 項目，2008 年

11月より167項目，2009年度より190項目と増加

させている． 

測定項目名については表１に示した． 

３ 結果及び考察 

3.1 2006年度の検査結果について 

33検体から46項目の農薬が検出された． 

年度途中で追加した測定項目の中で，アセタミプ

リド，イミダクロプリド，エトフェンプロックス，

シアノホス，トリフルミゾールが検出された（表2）． 

 

3.2 2007年度の検査結果について 

27検体から39項目の農薬成分が検出された 

(表3) ． 

 

3.3 2008年度の検査結果について 

33検体から53項目の農薬が検出された． 

2007 年度に追加した測定項目のチアクロプリド

が検出された (表4) ． 

 

3.4 2009年度の検査結果について 

54検体から128項目の農薬成分が検出された． 

2009 年度より追加した測定項目の中では輸入品

のアボカドからパラチオンメチルが検出された 

(表5) ． 

本年度の特徴としては，一つの検体から多数の農

薬成分が検出された事例が多数あったことである．
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また，2008 年度と比較して農薬の検出件数が 2 倍

以上に増加した．これは， LC/MS/MS の導入によ

って妨害物質の多い検体からも低濃度の農薬成分を

検出できるようになったことが大きな要因であると

考えられる． 

 

４ まとめ 

過去の分析結果 1)と比較すると測定項目数の増加

や，LC/MS/MSの導入によって検出農薬数は増加す

る傾向となったが，どの年度においても基準値を超

過する農作物はなかった．しかし，一律基準値

(0.01ppm)付近で基準値が設定されている農薬成分

の中には，基準値の10％値を超過する事例があった． 

県内農産物については収去の際に農薬の使用履歴

を聴取しているが，使用実績が無いにもかかわらず

農薬成分が検出されるというドリフトが疑われる事

例もあった．ポジティブリスト制度による一律基準

が適用される農薬成分の場合は基準値を超過する恐

れがあることからいっそう注意深い農薬の使用が望

まれる． 

 

文 献 

1)農産物中の残留農薬調査(2004～2005)，岐阜県保

健環境研究所年報 No.14,2006  29-33 

 

 

表1 測定項目名と推移 

2006年 

当初 

BHC,DDT,EPN,アクリナトリン,アセフェート,アトラジン,アラクロール,アルジカルブ,アルドリン及びディルドリン,イソフェンホス,イソフェンホスオ

キソン,イソプロカルブ,イプロジオン,イマザリル,エスプロカルブ,エチオフェンカルブ,エチオン,エトプロホス,エトリムホス,エンドリン,オキサジキシル,

オキサミル,カズサホス,カプタホール,カルバリル,カルフェントラゾンエチル,キザロホップエチル,キナルホス,キャプタン,クレソキシムメチル,クロルピ

リホス,クロルフェナピル,クロルフェンビンホス,クロルフルアズロン,クロルプロファム,クロルベンジレート,クロロタロニル,ジエトフェンカルブ,ジク

ロフルアニド,ジクロルボス及びナレド,ジコホール,シハロトリン,ジフェノコナゾール,シフルトリン,ジフルベンズロン,シペルメトリン,シマジン,ジメチ

ルビンホス,ジメトエート,ダイアジノン,チオベンカルブ,チオメトン,テニルクロール,テブフェンピラド,テフルトリン,テフルベンズロン,デルタメトリン

及びトラロメトリン,テルブホス,トリアジメノール,トリクロルホン,トリシクラゾール,トリフルラリン,トルクロホスメチル,パクロブトラゾール,バミド

チオン,パラチオン,ハルフェンプロックス,ビテルタノール,ビフェントリン,ピラクロホス,ピラゾキシフェン,ピリダベン,ピリフェノックス,ピリブチカル

ブ,ピリプロキシフェン,ピリミカルブ,ピリミノバックメチル,ピリミホスメチル,ピレトリン,フェナリモル,フェニトロチオン,フェノチオカルブ,フェノブ

カルブ,テブフェノジド,フェンスルホチオン,フェンチオン,フェントエ－ト,フェンバレレート,フェンプロパトリン,ブタクロール,ブタミホス,フルアクリ

ピリム,フルシトリネート,フルシラゾール,フルトラニル,フルバリネート,フルフェノクスロン,プレチラクロール,プロシミドン,プロチオホス,プロピコナ

ゾール,ヘキサフルムロン,ベナラキシル,ヘプタクロル,ペルメトリン,ベンダイオカルブ,ペンディメタリン,ホキシム,ホサロン,ホスチアゼート,ホルペット,

マラチオン,ミクロブタニル,メタミドホス,メタラキシル及びメフェノキサム,メチルパラチオン,メトラクロール,メトリブジン,メフェナセット,メプロニ

ル,ルフェヌロン,レナシル, 

2006年 

9月変更 

追加：2.-4D,MCPA,XMC,アジンホスメチル,アセタミプリド,アゾキシストロビン,イソキサチオン,イプロベンホス,イミダクロプリド,イミベンコナゾー

ル,エディフェンホス,エトキサゾール,エトフェンプロックス,エンドスルファン,オメトエート,カフェンストロール,キノクラミン,クマホス,クロルピリホ

スメチル,シアノホス,シハロホップブチル,ジメタメトリン,ジメテナミド,シメトリン,ジメピペレート,シラフルオフェン,チアメトキサム,チフルザミド,テ

トラコナゾール,テトラジホン,テブコナゾール,トリアジメホン,トリアゾホス,トリフルミゾール,トルフェンピラド,ビフェノックス,ピメトロジン,ピラゾ

リネート,ピラフルフェンエチル,ビンクロゾリン,フェノキサニル,フサライド,ブプロフェジン,フラメトピル,フルキンコナゾール,フルチアセットメチル,

フルトリアホール,ブロマシル,プロメトリン,ブロモブチド,ベノキサコール,ペンコナゾール,ホスメット,ホメサフェン,メチダチオン,メトミノストロビン,

メフェンピルジエチル,モノクロトホス,リニュロン 

削除：イソフェンホスオキソン,エトリムホス,カルフェントラゾンエチル,キザロホップエチル,キナルホス,クロルフェンビンホス,クロルベンジレート,ジ

クロフルアニド,シハロトリン,ジフルベンズロン,チオメトン,テルブホス,トリシクラゾール,パラチオン,ピラゾキシフェン,ピリフェノックス,ピリミカル

ブ,ピレトリン,フェノチオカルブ,テブフェノジド,フェンスルホチオン,フルアクリピリム,フルシトリネート,ヘキサフルムロン,ベナラキシル,ベンダイオ

カルブ,ホキシム,ホルペット,メチルパラチオン,メトラクロール,メフェナセット 

2007年 

5月変更 

追加：オキシカルボキシン,オリザリン,シメコナゾール,チアクロプリド,プロピザミド,プロフェノホス,ブロモプロピレート,ヘキサコナゾール,メトキシフ

ェノジド,シハロトリン,メトラクロール 

2008年 

5月変更 

追加：イソキサフルトル   

削除：ピメトロジン 

2008年 

11月変更 

追加：インドキサカルブ,クロマフェノジド,シアゾファミド,フェンヘキサミド,ベンスルフロンメチル,ボスカリド 

2009年 

5月変更 

追加：アルジカルブスルホン,イプロバリカルブ,オキサジアゾン,クロキントセットメチル,クロフェンテジン,ジウロン,ジクロシメット,シクロプロトリン,

ジクロラン,シプロジニル,スピロジクロフェン,トリフルムロン,パラチオン,パラチオンメチル,ピラクロストロビン,フィプロニル,フェンピロキシメート,

フルフェナセット,フルリドン,ヘキシチアゾクス,ベンフルラリン,メタベンズチアズロン,モノリニュロン 
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表2 2006年度検出項目一覧 

 農産物名 検出農薬及び検出値(ppm)  農産物名 検出農薬及び検出値(ppm) 

県
内
産 

いちご アセタミプリド0.02,0.01,イプロジオン0.32,

クレソキシムメチル0.007,テトラコナゾール

0.0038, 県
外
産 

とまと ピリダベン0.03 

ねぎ クレソキシムメチル0.013 

はくさい クロルフェナピル 0.008,フェンバレレート

0.12,ホサロン0.45, かき プロチオホス0.017 

きゃべつ アセフェート0.08 ほうれんそう ペルメトリン0.51 

きゅうり トリフルミゾール0.015,プロシミドン0.03メ

タラキシル及びメフェノキサム0.047 

レタス メタラキシル及びメフェノキサム0.007 

輸
入
品 

いんげん エトフェンプロックス0.02,トリアジメノール

0.03 

とまと ピリダベン0.03,プロシミドン0.01,ルフェヌロ

ン0.02 

えだまめ クロルピリホス0.04 

オレンジ イマザリル0.1,クロルピリホス0.03,0.07ピリ

プロキシフェン0.014 なし クレソキシムメチル0.087,シアノホス0.005,

フェンプロパトリン0.075 紅茶 エチオン0.03,ジコホール0.12 

にんじん フェントエート0.017 パイナップル トリフルミゾール0.04 

りんご キャプタン0.031,クレソキシムメチル0.18,ク

ロルピリホス0.071,ビフェントリン0.01 

バナナ クロルピリホス0.015 

マンゴー アゾキシストロビン 0.014 フェントエート

0.006 

レモン クロルピリホス0.031 

 

 

表3 2007年度検出項目一覧 

  農産物名 検出農薬及び検出値(ppm)   農産物名 検出農薬及び検出値(ppm) 

県
内
産 

とうがらし イミダクロプリド0.056 
県
外
産 

あずき プロシミドン0.07 

いちご アセタミプリド0.012,0.007 きゅうり アセタミプリド0.027 

きゅうり クレソキシムメチル0.007 レタス トルフェンピラド0.10 

とまと アセタミプリド0.028,アゾキシストロビン

0.02,トリフルミゾール0.029,ピリダベン

0.033,0.033,メタラキシル及びメフェノキサム

0.007,ルフェヌロン0.021 

輸
入
品 

えだまめ メタラキシル及びメフェノキサム0.01 

オレンジ イマザリル0.38,1.1,1.2チアベンダゾール

0.25,0.17 

かぼちゃ イミダクロプリド0.014,ミクロブタニル0.012 

なし クレソキシムメチル0.055,テフルベンズロン

0.026 グレープ 

フルーツ 

イマザリル0.039,0.17チアベンダゾール0.068 

ふき イミダクロプリド0.016,エトフェンプロック

ス0.04,クロルフェナピル0.045 ほうれんそう フルフェノクスロン0.033 

ほうれんそう イミダクロプリド0.012,フルフェノクスロン

2.6,0.046 

レモン イマザリル0.34,クロルピリホス0.16,チアベン

ダゾール0.12,1.0,ピリプロキシフェン0.031 
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表4 2008年度検出項目一覧 

  農産物名 検出農薬及び検出値(ppm)   農産物名 検出農薬及び検出値(ppm) 

県
内
産 

いちご アセタミプリド0.07,0.11エトキサゾール

0.031,0.041 県
外
産 

だいこんの葉 テフルトリン0.005 

はくさい イプロジオン0.068クロルフェナピル0.069マ

ラチオン0.024 うめ フルバリネート0.048 

えだまめ エトフェンプロックス0.14 ブルーベリー キャプタン0.16 

かき フェンプロパトリン0.013,0.016 

輸
入
品 

いんげん アゾキシストロビン0.007エトフェンプロッ

クス0.26 きゅうり チアメトキサム0.002,プロシミドン0.063 

えだまめ アゾキシストロビン0.007 

しゅんぎく トリフルラリン0.012, オレンジ イマザリル0.95,0.98,2.0,クロルピリホス

0.052,0.24チアベンダゾール1.9,4.1, 

マラチオン0.017 

だいこん テフルトリン0.005 

とまと アセフェート0.46,ジエトフェンカルブ0.04メ

タミドホス0.20 かぼちゃ イミダクロプリド0.006,0.010 

なし アセタミプリド0.07,キャプタン0.033,クレソ

キシムメチル0.030,0.036,クロルフェナピル

0.012,テトラジホン0.026,ブロモプロピレート

0.042, 

グレープフルー

ツ 

アゾキシストロビン0.015,イマザリル1.7,クロ

ルピリホス0.016 

こまつな アゾキシストロビン0.17 

小麦粉 クロルピリホスメチル0.006 

りんご エトキサゾール0.0053,クレソキシムメチル

0.015,シラフルオフェン0.064,フェンプロパト

リン0.067 

茶 ジコホール0.018,ビフェントリン0.003 

レモン イマザリル1.4,チアベンダゾール1.1 

 

 

表5 2009年度検出項目(県内産農産物分) 

  農産物名 検出農薬及び検出値(ppm)   農産物名 検出農薬及び検出値(ppm) 

県
内
産 

いちご アクリナトリン0.071,アセタミプリド

0.015,0.016,0.038,0.39,イプロジオン0.060,ビ

テルタノール0.046,ピリダベン1.4 

県
内
産 

とまと アセタミプリド0.010,アセフェート

0.008,0.075,アゾキシストロビン0.012,キャプ

タン0.044,クロロタロニル0.029,トルフェン

ピラド0.028,ピリダベン0.009,フェナリモル

0.003,メタミドホス0.017,0.12,ルフェヌロン

0.007 

えだまめ エトフェンプロックス0.025,シペルメトリン

0.044 

かき テブコナゾール0.016 なし アゾキシストロビン0.098.クレソキシムメチ

ル0.011,クロルフェナピル0.016,シアノホス

0.0048,フェンプロパトリン0.16,ブプロフェ

ジン0.011 

きゅうり イミダクロプリド0.008 

ささげ エトフェンプロックス2.1 

しゅんぎく ペンディメタリン0.032 

茶 アセタミプリド0.042,アゾキシストロビン

0.045,イミダクロプリド0.11,シラフルオフェ

ン0.49,チアクロプリド0.45,フルフェノクスロ

ン0.55,ホサロン0.025,ルフェヌロン0.038 

なす イミダクロプリド0.063,0.068,トリフルミゾ

ール0.006,トルフェンピラド0.017,フルフェ

ノクスロン0.047 

はくさい エトフェンプロックス0.009 

ほうれんそう シアゾファミド1.5,フルフェノクスロン0.81 
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表5 2009年度検出項目(県外・輸入農産物分) 

  農産物名 検出農薬及び検出値(ppm)   農産物名 検出農薬及び検出値(ppm) 

県
外
産 

小豆 プロチオホス0.0021 

輸
入
品 

こまつな イミダクロプリド0.006,クロルフルアズロン

0.085,シペルメトリン0.51 きゃべつ アセフェート0.024,プロシミドン0.02,メタミ

ドホス0.009 セロリ アセフェート0.17,オキサミル0.037,ジクロラ

ン0.31,ピラクロストロビン0.057,プロピコナ

ゾール0.016,ペルメトリン0.067,メタミドホ

ス0.048,リニュロン0.010 

はくさい インドキサカルブ0.006,チアメトキサム0.023 

輸
入
品 

アボカド ジメトエート0.047,パラチオンメチル0.006 

いんげん エトフェンプロックス0.009 茶 アセタミプリド0.18,イミダクロプリド0.21 

えだまめ シペルメトリン0.054 

オレンジ イマザリル0.63,0.98,1.6,クロルピリホス

0.077,シマジン0.025,チアベンダゾール

0.20,0.33,0.50 

バナナ クロルピリホス0.012 

パパイヤ アゾキシストロビン0.071,デルタメトリン及

びトラロメトリン0.030 

かぼちゃ イミダクロプリド0.02,クロルピリホス0.016 パプリカ アクリナトリン0.029,アセタミプリド0.020,

イミダクロプリド0.092,インドキサカルブ

0.027,クロルフェナピル0.050,チアメトキサ

ム0.057,テトラコナゾール0.098,ビフェント

リン0.013,ルフェヌロン0.038 

グレープフルー

ツ 

イマザリル0.095,0.12,イミダクロプリド

0.029,オルトフェニルフェノール0.54,チアベ

ンダゾール0.57,ピラクロストロビン0.061 

 

 

Investigation of Pesticide Residues in Agricultural Products(2006～2009) 

 

Yoshiki SUGAHARA, Kimihito OTSUKA, Hiroyuki TADA, Tomiaki MINATANI, Nobuyuki HARA, Kouichi SHIRAKI 

 

Gifu Prefectural Research Institute for Health and Environmental Sciences: 

1-1, Naka-fudogaoka, Kakamigahara, Gifu, 504-0838, Japan 



Ⅱ 他紙掲載・学会発表
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１ 他誌掲載論文 

 

Autotaxin promotes the expression of matrix metalloproteinase-3 via activation of the 

MAPK cascade in human fibrosarcoma HT-1080 cells 

 

Arayo Haga*, Hiroyuki Nagai*, Yoshihiro Deyashiki* 

 

*Gifu Prefectural Institute of Health and Environmental Science 

 

 Cancer Invest., 27, 384-390 (2009) 

 

  Autaxin (ATX) is an approximately 125-kDa transmembrane protein that is considered to be a tumor 

progression factor based on its lysophospholipase D activity. Here, we report that lysophosphatidic acid 

produced by ATX promotes the secretion of matrix metalloproteinase-3 (MMP3)from the human 

fibrosarcoma cell line HT-1080. The c-Jun N-terminal kinases (JNKs) and c-Jun of HT-1080 cells were 

rapidly phosphorylated after ATX treatment. A specific JNK inhibitor also exhibited this activation of 

signaling molecules and MMP3 expression. The present results suggest a novel function of ATX in 

promoting MMP3 production via the mitogen-activated protein kinase cascade, thereby stimulating tumor 

cell invasiveness. 

 

 

Inhibitory effects of flavonoids isolated from Fragaria ananassa Duch on IgE-mediated 

degranulation in rat basophilic leukemia RBL-2H3 

  

 Tomohiro Ito*, Masayuki Ninomiya**, Masaharu Yasuda***, Kaneyuki Koshikawa***, 

Yoshihiro Deyashiki****, Yoshinori Nozawa*, Yukihiro Akao*, Mamoru Koketsu**  

            

*Gifu International Institute of Biotechnology, **Gifu University, ***Gifu prefectural Agricultural Technology 

Center, ****Gifu Prefectural Research Institute for Health and Environmental Science, 

*****Tokai Gakuin University 

 

Bioorg. Med. Chem., 17, 5374-5379 (2009) 

 

  We isolated the 4 kinds of fravonoids from strawberry 'Nohime' and examined the effect of these flavonoids 

on the degranulation in RBL-2H3 cells. The flavonoids were found to suppress the degranulation from 

Ag-stimulated RBL-2H3 cells to different extents. To disclose the inhibitory mechanism of degranulation by 

fravonoids, we examined their effects on the intracellular free Ca(2+) concentration ([Ca(2+)]i) and the 

intracellular signaling pathway such as Lyn, Syk, and PLCgammas. The intracellular free Ca(2+) 

concentration ([Ca(2+)]i) was elevated by Fc epsilonRI activation, but these fravonoid treatments reduced 

the elevation of [Ca(2+)]i by suppressing Ca(2+) influx. Kaempferol strongly suppressed the activation of 

Syk and PLCgammas. It was thus suggested that suppression of Ag-stimulated degranulation by the fravonoids 

is mainly due to suppression of [Ca(2+)]i elevation and Syk activation. These results suggested that 

strawberry would be of some ameliorative benefit for the allergic symptoms. 
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Decomposition of Gaseous Toluene on Thermally-excited 

Titanium Dioxide and Its ESR Study Under High Temperatures 

 

Harumitsu Nishikawa
 *

   

 

Gifu Prefectural Research Institute for Health and Environmental Sciences 

 

Applied Surface Science, 255, 7468-7470 (2009) 

 

 Decomposition of gaseous toluene on thermally-excited activated titanium dioxide(TiO2) was investigated 

using a simple flow system. The decomposition of toluene on the TiO 2 bead was 92% at 400℃. The irregular 

phenomena in the toluene decomposition at around 300℃ seemed to be due to the coloration of the TiO2 bead. 

ESR measurement at high temperatures was carried out using the heating unit. Since the g-value of the signal 

was 1.996, the existence of Ti
3+

 in TiO2 material was confirmed. That is, oxygen vacancy generated by 

thermally-excitation of TiO2, and the reaction activity of the TiO2 bead for gaseous toluene must be due to 

spins on the material.   

 

 

Evaluation of photocatalytic activity of anatase/hydroxyapatite composite granules  

for environmental purification 

 

Masanobu Kamitakahara,*
,
 Setsuaki Murakami,* Noriaki Watanabe,* 

Shidong JI,**, Harumitsu Nishikawa***, Koji Ioku* 

 

        
*
 Graduate School of Environmental Studies, Tohoku University, 

      
  ** College of Material Science and Technology, Nanjing University of Technology, 

     ***  Gifu Prefectural Research Institute for Health & Environmental Sciences 

 

Journal of the Ceramic Society of Japan, 117, 1172-1174(2009)  

 

  Anatase (TiO2) has been paid attention as an environment-purification material due to its photocatalytic 

activity. In order to make use of anatase effectively, we designed to fix anatase particles in the porous 

structure of hydroxyapatite (HA) ceramics. We prepared anatase/hydroxyapatite composite granules by a 

hydrothermal method and evaluated the photocatalytic activity of the anatase/HA granules for environmental 

purification by examining the acetaldehyde decomposition. The anatase/HA granules were effective for the 

decomposition of acetaldehyde under the UV irradiation. These granules are expected to be useful for 

environmental purification.  
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環境汚染物質浄化能を有するカルシウム化合物含有多機能内装材の開発 

 

大森江理＊  西川治光＊＊ 

 
＊ ㈱ヤマセ 

 ＊＊ 岐阜県保健環境研究所 

 

Journal of the Society of Inorganic Materials, Japan, 16, 239-243(2009) 

 

  室内用カルシウム系多機能内装材を開発し，環境汚染物質浄化性能を評価した．この多機能内装材

にはその表面に酸化チタン光触媒をコーティングしたが，表面は多孔質を維持していた．したがって，

本開発材料は室内汚染物質の吸着性能と光触媒分解性能の両方を持っている．特に，アセトアルデヒ

ドの吸着性に優れており，しかも 40℃における脱着率は 10％以下であった．また，ガス流通系の光触

媒分解実験で紫外線照射下，アセトアルデヒドの 84％を分解することを認めた．この多機能内装材は，

その材料成分として水酸化カルシウムを含むため , 室内の二酸化炭素を効率よく吸収することもわか

った． 

 

 

中小企業向け通電発熱型ＶＯＣ分解処理装置の開発（第２報） 

－ プロトタイプの改良と実証試験 － 

 

髙原 康光*,  西川 治光*, 大塚公人*, 三原利之*, 鈴木崇稔* 

高木 修**,  常吉孝治**,  加藤克吉***,  井原禎貴****, 若井 和憲**** 

 
* 岐阜県保健環境研究所 

** 株式会社 ＴＹＫ 環境材料研究所 
*** 加藤電気炉材製造有限会社 

**** 岐阜大学工学部機械システム工学科 

 

におい･かおり環境学会誌, 41, 21-28(2010) 

 

 環境省の委託を受け，中小企業のニーズに合った VOC 分解処理装置を産官学共同で開発した．既

報に引き続き，SiC を利用した通電発熱型のプロトタイプについて，処理能力，省エネ性能及び触媒

性能の向上を目的に改良を加えた． 

  その結果，空間速度(SV)が 3,300 hr
-1 において，処理能力は 300 m

3
/hr に，熱交換器設置による省エ

ネ効果は 40％以上に達し，触媒性能も 10%程度向上した． 

 さらに，グラビア印刷工場と金属塗装工場において実証試験を行い，VOC 除去率が 95％，脱臭効

率も 98％を達成するなど良好な結果を得た． 

 実用化するに当たっては，ダクトワークの改良及びプロトタイプの複数(2～4 機)の導入などにより，

効果的な対策が可能なことが示唆された．  
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２ 学会等発表 

 

○Synthesis of deuterated benzyladenine and its  

application as the surrogate 

 Nkaelang Modutlwa（岐阜薬科大学），多田裕之， 

 菅原吉規、白木康一，原信行，出屋敷喜宏 

（岐阜県保健環境研究所），前川智弘，門口泰也， 

 佐治木弘尚（岐阜薬科大学） 

 平成 21年度日本薬学会東海支部例会，2009年 

7月， 名古屋市 

 

○メタボリックシンドローム該当者を対象にした「ラ

イフスタイル改善セミナー」 

 桂川加菜子，伊藤亜古（岐阜県教育委員会）， 

 田中 耕（岐阜県保健環境研究所），日置敦巳 

 （岐阜地域保健所） 

 第 55回東海公衆衛生学会，2009年 7月， 

名古屋市 

 

○Synthesis of deuterated benzyladenine and its  

application as the surrogate 

 N.Modutlwa(Gifu Pharmaceut. Univ.), H.Tada,  

 Y.Sugawara, K.Shiraki, N.Hara, Y.Deyashiki 

 (Gifu Pref. Res. Inst. for Health and Environ.  

Sci.), T.Ando, T.Maegawa, Y.Monguchi,  

 H.Sajiki(Gifu Pharmaceut. Univ.) 

 The 6th International Synposium on Nucleic 

 Acid Chemistry (36th Symposium on Nucleic Acid 

 Chemistry), Sept. 2009, Takayama 

 

○通電発熱 SiC/触媒フィルター連結システムを用い

た VOC分解処理装置の開発（第２報） 

 三原利之，西川治光（岐阜県保健環境研究所）, 

 第 50回大気環境学会年会，2009年 9月，横浜市 

 

○水道関連施設における臭気物質の発生とその対策 

 田中 耕（岐阜県保健環境研究所），永田知里 

 （岐阜大学大学院医学系研究科） 

 第 68回日本公衆衛生学会，2009年 10月，奈良市 

 

 

○医療機器の容器試験法に示される過マンガン酸カ

リウム還元性物質測定法の検討 

－モデル試験液による加熱条件の測定精度に与え

る影響について－ 

 吉田 勲，梶川正勝，羽賀新世，出屋敷喜宏 

 （岐阜県保健環境研究所）, 

 第 42回東海薬剤師学術大会，2009年 11月，岐阜市 

 

○酸化チタンの熱励起活性を利用したガス状トルエ

ンの分解と加熱下ESR測定 

 西川治光（岐阜県保健環境研究所） 

無機マテリアル学会第119回学術討論会，2009年 

11月，大垣市 

 

○環境汚染物質浄化能を有するカルシウム化合物含

有多機能内装材の開発 

 大森江里（(株)ヤマセ），西川治光（岐阜県保健 

環境研究所） 

 無機マテリアル学会第119回学術討論会，2009年 

11月，大垣市 

 

○食品の異臭事例について 

 多田裕之，菅原吉規，白木康一（岐阜県保健環境 

研究所） 

 第 42回東海薬剤師学術大会，2009年 11月，岐阜市 

  

○新規サロゲート物質を用いた農産物におけるベン

ジルアミノプリンの分析 

 多田裕之，菅原吉規，白木康一，出屋敷喜宏 

（岐阜県保健環境研究所），Nkaelang modutlwa， 

門口康也，佐治木弘尚（岐阜薬科大学） 

 第46回全国衛生化学技術協議会年会，2009年11月，

盛岡市 

 

○通電発熱式 VOC分解処理装置の開発 

 西川治光（岐阜県保健環境研究所）,中小企業向け 

VOC処理対策普及セミナー，2009年12月，岐阜市 

 

○VOC分解処理装置開発研究の背景とコンセプト 

 高原康光（岐阜県保健環境研究所）,中小企業向け 

VOC処理対策普及セミナー，2009年12月，岐阜市 
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○肉腫判別検査について 

羽賀新世，大塚公人，吉田 勲，梶川正勝， 

 出屋敷喜宏（岐阜県保健環境研究所） 

 平成 21年度地方衛生研究所全国協議会東海・北陸 

支部衛生化学部会，2010年 2月，金沢市 

 

○医療機器の過マンガン酸カリウム還元性物質測定

法について 

 吉田 勲，梶川正勝，羽賀新世，出屋敷喜宏 

 （岐阜県保健環境研究所） 

 平成 21年度地方衛生研究所全国協議会東海・北陸 

 支部衛生化学部会，2010年 2月，金沢市 

 

○カートリッジ式ボルタンメトリー法による現場で

の適応事例 

 岡 正人，佐々木正人（岐阜県保健環境研究所）， 

 滝上英孝，小林常伸，貴田晶子（国立環境研究所） 

 第 24回全国環境研協議会 東海・近畿・北陸支部 

 支部研究会，2010年 2月，京都市 

 

○きのこ原因の食中毒事例について(LC/MS/MSによる

アマニチンの分析) 

 多田裕之，南谷臣昭，菅原吉規，白木康一， 

原 信行（岐阜県保健環境研究所） 

 平成 21年度地方衛生研究所全国協議会東海・北陸 

支部衛生化学部会，2010年 2月，金沢市 

 

○岐阜県における平成 21年食中毒発生状況及び腸管

系病原細菌検出状況 

 白木 豊（岐阜県保健環境研究所） 

 平成 21年度地方衛生研究所全国協議会東海北陸 

支部微生物部会，2010年 3月，岐阜市 

 

○宿泊施設を原因とするレジオネラ症感染事例の遺

伝子型別解析 

 三輪由紀子（岐阜県保健環境研究所） 

 平成 21年度地方衛生研究所全国協議会東海北陸 

支部微生物部会，2010年 3月，岐阜市 

 

○岐阜県における集団かぜ（2009/2010） 

 岡 隆史，青木 聡，葛口 剛，猿渡正子 

（岐阜県保健環境研究所） 

 平成 21年度地方衛生研究所全国協議会東海北陸 

支部微生物部会，2010年 3月，岐阜市 

 

○感染症発生動向調査（2009年 岐阜県） 

 青木 聡（岐阜県保健環境研究所） 

 平成 21年度地方衛生研究所全国協議会東海北陸 

支部微生物部会，2010年 3月，岐阜市 

 

○岐阜県におけるノロウイルスの検出状況 

 葛口 剛（岐阜県保健環境研究所） 

 平成 21年度地方衛生研究所全国協議会東海北陸 

支部微生物部会，2010年 3月，岐阜市 

 

○岐阜県下における砒素汚染地下水の水質特性事例 

 佐々木正人, 原 信行，岡 正人（岐阜県保健環 

境研究所） 

 第 44回日本水環境学会年会，2010年 3月，福岡市 
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1 沿  革 

 

昭和 23 年 3 月  衛生研究所開設（岐阜市司町 県庁内） 

   26 年 8 月  衛生研究所新築移転（岐阜市八ツ梅町） 

   40 年 4 月  衛生研究所に公害研究センターを新設 

   43 年 4 月  衛生研究所に公害研究所を付置 

   45 年 3 月  衛生研究所新築移転（岐阜市野一色） 

   45 年 4 月  公害研究所，衛生部より企画開発部へ所管換 

   47 年 4 月  公害研究所，企画開発部より環境局へ所管換 

   48 年 4 月  衛生研究所に薬事指導所を付置 

   49 年 12 月  公害研究所移転（岐阜市薮田） 

   57 年 4 月  公害研究所，環境部より生活環境部へ所管換 

   58 年 4 月  衛生研究所は衛生部より，公害研究所は生活環境部より衛生環境部へ所管換 

平成  5 年 4 月  衛生研究所と公害研究所が組織統合により保健環境研究所に改称 

      8 年  4 月    保健環境研究所，衛生環境部より総務部に所管換 

     10 年  4 月    保健環境研究所，総務部より知事公室に所管換 

     11 年 4 月    薬事指導所を廃止 

     11 年  8 月    保健環境研究所新築移転（各務原市那加不動丘 1－1 健康科学センタ－内） 

     18 年  4 月  保健環境研究所，知事公室より総合企画部に所管換 

     19 年 4 月    健康科学担当を廃止 

     20 年 4 月  食品安全検査センターを新設 

 

2 運営概要 

 

2.1 組 織 

 
総務課 

 
管理調整担当 

 

 

                   

  

保健科学部 
 

 

 

 

所  長 
 

生活科学部 
 

 

 

 
環境科学部 

 

 

 

食品安全検査センター 
 

 

2.2  職 員 数  

（平成 22 年 3 月 31 日現在）    

区  分 

 

定 員 

    

実人員 

    

         実  人  員  内  訳 

所 長 管 理 監 課    長 総 務 課 保健科学部 生活科学部 環境科学部 食品安全検査ｾﾝﾀ- 

事   務    4   5     1       4     

技    術   26   26   1              8   3   10     4 

非 常 勤 専 門 職       4   4          2       1     1 

  計   34   35   1    1       4   10    3   11     5 

 

2.3  分掌事務 

 総 務 課  

 ・職員の人事服務に関すること.           

 ・予算の編成，執行及び決算に関すること.   

  ・岐阜保健所との連絡調整等に関すること. 

  ・岐阜県健康科学センタ－（共用部分）の活用に関すること. 

 ・県有財産及び物品の維持管理に関すること. 

 ・検査手数料の徴収に関すること.         
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 保健科学部 

 ・感染症発生動向調査事業（ウィルス及び細菌）の検査及び調査研究に関すること. 

 ・エイズウイルス及びウイルス性肝炎の検査に関すること.       

 ・インフルエンザの検査及び調査研究に関すること.   

 ・ウイルス性食中毒の検査及び調査研究に関すること. 

  ・感染症流行予測調査及び検査に関すること. 

 ・つつが虫病等リケッチア感染症の血清学的検査及び調査研究に関すること. 

 ・細菌性食中毒の検査及び調査研究に関すること.     

 ・三類感染症の検査及び調査研究に関すること. 

 ・レジオネラの検査及び調査研究に関すること.                 

 ・食品，薬品，飲料水等の検査及び調査研究に関すること. 

 ・クリプトスポリジウムの検査に関すること. 

 ・炭疽菌によるバイオテロの検査に関すること.  

 ・不明疾患の検査及び調査研究に関すること. 

 

 生活科学部 

 ・医薬品に係る検査及び調査研究に関すること. 

 ・医薬部外品に係る検査及び調査研究に関すること. 

 ・化粧品に係る検査及び調査研究に関すること. 

 ・医薬機器に係る検査及び調査研究に関すること. 

 ・医薬品等の生産技術及びＧＭＰバリデーションに関すること. 

 ・薬物乱用防止に係る検査及び調査研究に関すること. 

  ・家庭用品の検査及び調査研究に関すること.  

 ・衛生動物及び昆虫の同定・駆除に係る調査研究に関すること.  

  ・連携大学院の運営及び活用に関すること. 

 

  環境科学部 

 ・環境放射能の測定及び調査研究に関すること. 

 ・大気環境監視テレメータシステムの管理運営に関すること. 

 ・大気環境測定車による環境大気の測定調査に関すること.  

 ・ばい煙，粉じん等発生源についての調査研究に関すること.     

 ・臭気対策技術の調査研究に関すること.   

  ・国設酸性雨測定所の管理に関すること. 

 ・東アジア酸性雨モニタリングネットワークに係る調査及び測定に関すること. 

  ・地下水，河川水等の検査及び調査研究に関すること. 

  ・未規制化学物質の測定調査に関すること. 

 ・ダイオキシン類等微量化学物質の測定及び調査研究に関すること. 

 ・一般廃棄物及び産業廃棄物の調査研究に関すること.  

 ・廃棄物の処理技術，再資源化の調査研究に関すること. 

   

 食品安全検査センター 

  ・食品中の残留農薬・残留抗菌剤等に係る検査及び調査研究に関すること． 

 ・農薬の新規検査法の確立に関すること． 

 ・食品添加物の検査及び調査研究に関すること． 

 ・食品中のＰＣＢ・重金属に係る検査に関すること． 

 ・食品中のアフラトキシンの検査に関すること． 

  ・食品用器具及び容器包装の検査に関すること. 

 ・食品に係る健康危機事案及び苦情食品の検査に関すること． 

  ・保健所検査担当者の技術研修に関すること． 
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2.4  職員名簿   

                                   （平成 22 年 3 月 31 日現在） 

部 課 名   補     職    名         氏       名       備     考 

   所     長               坂 井 至 通  

総 務 課 

 

 

 

  管理監兼課長 

  課 長 補 佐           

  主     査     

   主   任 

   松 井    茂 

   藤 沢  康 子 

   江 尻  靖 子 

    今 堀 めぐみ 

 22.3.31退職 

 

 

 22.4. 1異動 

保健科学部 

 

 

 

 

 

   部   長 

   主任専門研究員 

  専門研究員      

       同 

     同 

  研 究 員          

   猿 渡 正 子  

   白 木     豊  

    青 木     聡 

    葛 口     剛 

   岡   隆 史 

    三 輪 由紀子 

 22.3.31退職 

 

 

 

 

 

生活科学部 

 

 

  部長研究員兼部長        

   主任専門研究員       

  専門研究員              

   出屋敷 喜 宏  

   吉 田    勲  

   羽 賀 新 世 

 22.3.31退職 

 22.4. 1異動 

 22.3.31退職 

環境科学部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  部長研究員兼部長  

   主任専門研究員 

       同 

      同 

      同 

   主任研究員 

       同 

       同 

       同 

  研 究 員     

   西 川  治 光  

   田 中     耕 

    大 塚  公 人  

   林  弘一郎  

    岡     正 人 

   三 原  利 之 

    足 立  良 富 

    鈴 木 崇 稔 

    佐々木 正 人 

    高 島 輝 男 

 

 

 

 

 

 

 22.4. 1異動 

 

 

 

食品安全検査 

センター 

 

   センター長 

   主任専門研究員 

   主任研究員 

   研 究 員 

    原    信 行 

    多 田  裕 之 

    菅 原 吉 規 

  南 谷 臣 昭 

 

 

 

 

 

 

   主     任 

   主任研究員 

   主任研究員 

    西 岡  多 江 

    山 田 万希子 

    古 田  紀 子 

 休職 

 休職 

 休職 

 

 

 

 

   衛生環境技術指導員 

   衛生環境技術指導員 

   衛生環境技術指導員 

   衛生検査業務専門員 

    高 原  康 光 

    白 木  康 一 

    野 田  伸 司 

    山 下 聖 子 

 

 

 22.3.31退職 
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2.5  歳入及び歳出 

 ［歳  入］                                                                   単位：円   

名  称 収 入  額        備   考 

  健康科学センター使用料 

    衛生試験検査手数料 

  受託事業収入 

  労働保険料等納付金 

  雑入（目的外使用料管理費外） 

  衛生試験検査手数料（証紙収入） 

              4,975,646 

                  1,090 

                143,000 

                 51,869 

              8,942,037 

                 10,900 

 

 

 

 

 

 

            計              14,124,542  

                                                                                           

 ［歳  出］                                                                   単位：円 

款 項 目 節 決  算  額        備     考 

  一般管理費 

  財産管理費 

  科学技術振興費 

    国際化推進費 

    医務総務費 

  医務費 

  保健環境研究費 

    保健所費 

  食品衛生指導費 

  生活衛生指導費 

  感染症予防費 

  薬務費 

  水道費 

  環境管理推進費 

  公害対策費 

    雇用促進費 

              3,497,215 

              2,316,500 

             22,258,134 

                      0 

                  4,407 

                237,536 

            135,000,645 

                554,000 

             32,835,491 

                603,350 

             22,364,344 

              2,079,193 

                 99,361 

              1,450,000 

             40,759,684 

                485,289 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            計             264,545,149  
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2.6  土地建物・施設 

 

  1) 土 地 

        所在地：各務原市那加不動丘 1-1 

        面 積： 12,320.63ｍ２ 

 

  2)  建 物 

 

 室  名    面積（ｍ２） 

 屋上機械室        61.86 

５ Ｆ 

 

 

 遺伝子解析実験室・高度安全実験室・血清実験室・無菌室 

 ウィルス研究室・培地調製室・細菌研究室・低温機器室 

 暗室・滅菌洗浄室・カンファレンスルーム 

      985.55 

 

 

４ Ｆ 

 

 

 

 抗菌剤自然毒研究室・食品添加物研究室・薬品研究室 

 残留農薬研究室・バイオサイエンス研究室・遮光実験室 

 生活衛生研究室・生薬鑑定種子保存室・共通機器室 

 低温機器室・低温保存室・カンファレンスルーム 

      985.55 

 

 

 

３ Ｆ 

 

 

 地球環境研究室・廃棄物研究室・蒸留水電気炉室 

 大気研究室・官能試験室・臭気研究室・共通機器室 

 恒温恒湿実験室・ドラフト室・カンファレンスルーム 

      985.55 

 

 

２ Ｆ 

 

 水質研究室・揮発性物質前処理室・低温保存室 

 動物実験室・共通機器室 

    1,861.89 

 

１ Ｆ 

 

 

 所長室・テレメーター室・微量化学物質分析室 

 環境放射能研究室・総務課事務室・会議室・図書室・書庫 

 情報コーナー 

    1,837.71 

 

 

小 計    (6,718.11) 

   共通部分  ハイビジョンシアター・レファレンスホール    1,243.91 

  保健所棟     1,877.57 

  別棟（車庫）       135.22 

小 計    (3,256.70) 

合 計     9,974.81 
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3  研究及び検査の概要 

 

3.1  保健科学部  

3.1.1  調査研究 

 1) 腸管出血性大腸菌の迅速・簡便な分子疫学解析法の検討に関する研究 

                                             （平成 21年度～24年度） 

  感染症や食中毒の発生時には，感染源・感染経路を解明するため，菌の遺伝子型を利用した疫学解析（分子疫

 学解析）が行われ，手法としてパルスフィールドゲル電気泳動法（PFGE 法）が一般に用いられている．しかし 

PFGE法は，検査に数日を要すること，手技が煩雑で熟練を要すること，再現性がやや劣るなどの問題点があった．

このため近年，PCR法をベースとした迅速・簡便な方法が開発され，その有用性が検討されている．特に腸管出

血性大腸菌感染症では，全国的な増加や広域流通食品による食中毒の発生が問題となるなど，分子疫学解析の重

要性が増しており，より迅速・簡便でかつ解析能力の高い検査体制の整備が求められている．そこで，これらの

新しい検査法や PFGE法の改良法などいくつかの手法について，その有用性や問題点の比較を行うことを目的とし

た検討を開始した． 

  平成 21 年度は，DNAに存在する縦列反復塩基配列（Variable-Number Tandem-Repeats）を利用した Multiple- 

Locus Variable-Number Tandem-Repeats Analysis（MLVA）法，及び酵素を用いない DNA 抽出法による PFGE法に

ついて，文献調査及び検査体制の整備を行った．また実際に保存株を用いてこれらの検査を行ったところ，必ず

しも文献どおりの安定した結果が得られず，各種検査条件について検討が必要であることが分かった． 

 

 2）ウイルス感染症における重複感染の実態調査と主因病原体解明に関する研究 

（平成 21年度～24年度） 

  感染症の原因特定時に，複数の病原体を検出する事例がある．複数の病原体の検出事例の頻度，および重複感

 染の起こる背景を把握するとともに，主因病原体を特定することを目的とし，多種のウイルスを検査対象として

 遺伝子検索を行い，重複感染の実態を調査した．県内 15定点病院において採取された 54検体について，ウイル

 ス分離・同定試験と遺伝子検索を行った．重複感染が確認された検体はみられなかったが，さらに検討が必要で

 ある． 

  ノロウイルスは感染力が強く，ごく尐量のウイルス摂取でも発症し，激しい嘔吐・下痢等の食中毒症状を呈す

 る．感染者の吐物及び便には大量のウイルスが含まれること，症状軽減後もしばらくはウイルスが排出されるこ

 とから，感染者が気付かないうちに食材や施設を汚染する危険性は高く，ウイルスに感染していた調理従事者か

 らの二次的感染が疑われる事例は尐なくない．本研究では，食中毒事例及び集団胃腸炎事例発生時に調理施設・

 福祉施設の拭き取り検査などの汚染実態調査を積極的に行い，今後の食品衛生・感染症予防分野に役立てること

 を目的としている． 

  平成 21 年度は，拭き取り 51検体，食品 15検体，及び水１検体について検査を行い，15検体（ふきとり 13検

体，食品２検体）からノロウイルス遺伝子を検出した． 

 

 3) 厚生労働科学研究費補助金による研究事業 

  厚生労働科学研究費補助金による下記研究事業の研究班に研究協力者として参加し，調査研究を行った． 

  １. 新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業 

   「新型薬剤耐性菌等に関する研究」                    （平成 21年度～23年度） 

  ２. 新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業 

   「食品由来感染症調査における分子疫学手法に関する研究」       （平成 21年度～23年度） 
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3.1.2  行政検査 

  ［ウイルス関係］ 

 1）感染症流行予測調査 

    ①ポリオ感染源調査 

     健康者の糞便 65検体について，RD18s 細胞，及び HeLa細胞を用いてウイルス分離を実施した. ポリオウイ 

ルスは今回分離されず，エコーウイルス９型，11型，コクサッキーウイルス A9 型，アデノウイルス２型，５

型がそれぞれ１例ずつ分離された． 

  ②インフルエンザ感染源調査 

     ブタ鼻腔拭い 100検体について，MDCK 細胞細胞を用いてインフルエンザウイルス分離を実施した．３検体か 

らブタ型インフルエンザウイルス(AH1)が分離された． 

 

 2) 不明疾患 

   集団かぜ１事例において，咽頭うがい液７検体についてウイルス検索を実施した．７検体中３検体からイン

  フルエンザウイルスＢ型を分離同定した． 

 

表１  ウイルス検索結果 

No 

 

発   生 

年 月 日 

対象疾病 

 

関連保健所 

 

検 体 分離・検出ウイルス 

（検出数） 種  類 数 

1 21. 4.22 集団かぜ 岐阜保健所 咽頭うがい液 7 インフルエンザウイルスＢ型(3) 

合    計 7  

  

 3) 結核・感染症発生動向調査事業におけるウイルス検査 

  1． 当該事業のうち，ウイルス検査及び検査情報の提供，また，毎月開催される感染症サーベイランス解析小

   委員会に参画した．検査結果は，地方感染症情報センター，各保健所，医療機関に報告し，ウイルスが分離，

   同定されたときは国立感染症研究所に報告した． 

  2． 患者数 124名，検体 208件について検査した結果，アデノウイルス３型が１株，コクサッキーウイルス 

A9型が４株，エコーウイルス６型が３株，エコーウイルス 11型が１株，ムンプスウイルスが１株分離され 

た． 

また，遺伝子検査においてロタウイルスが１検体，ノロウイルス GIが１検体，ノロウイルス GIIが１検体，

   ムンプスウイルスが１検体，新型インフルエンザウイルス(AH1pdm)が 105 検体（66 人分）から検出された． 

  3.  ４類感染症（日本紅斑熱疑い）の４検体について，蛍光抗体法による抗体価測定を実施した．結果は全検

   体陰性であった． 

 

 4) ウイルス性食中毒・集団胃腸炎発生原因検査                                                

   ノロウイルス遺伝子検出を RT-PCR法にて実施した． 確認検査は TaqManリアルタイム PCR法を用いた（表２）． 

  また，サポウイルス遺伝子検出を RT-PCR法にて実施した(表２；受付 No.10)． 
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表２ ウイルス性食中毒検査状況 

受付No 発生年月日 管轄保健所 検査材料 検体数 RT-PCR検出数 確認検査陽性数 

  1 

 

 

 

  21. 4.16 

 

 

 

 飛騨保健所 

  

 

 

 PCR産物 

 食品 

 水 

 拭き取り 

    7 

    7 

    1 

    8 

 

      0 

      0 

      6 

       7 

 

 

       6 

    2 

 

 

  21. 4.20 

 

 

 岐阜保健所 

 本巣・山県センター 

 

 PCR産物 

 食品 

 拭き取り 

   35 

    3 

   10 

       

      0 

      0 

      34 

 

 

   3 

 

  21. 5.25 

 

 岐阜保健所 

 関保健所 

 PCR産物 

 拭き取り 

    3 

    7 

 

      0 

       3 

 

    4   21. 6.17  西濃保健所  PCR産物     1         1 

  5 

 

  21. 6.22 

 

 岐阜保健所 

 中濃保健所 

 PCR産物 

 拭き取り 

    6 

    3 

  

      1 

       5 

       1 

    6   21.12.21  岐阜保健所  PCR産物     1               1 

    7 

 

 

  22. 1. 9 

 

 

 岐阜保健所 

 郡上センター 

 

 PCR産物 

 食品 

 拭き取り 

    9 

    2 

    5 

 

      0 

      0 

       9 

 

 

    8   22. 1.10  岐阜保健所  PCR産物     3         3 

    9   22. 1.15  岐阜保健所  PCR産物    15              15 

   10※   22. 1.26  岐阜保健所  患者糞便     9       9※  

   11 

 

  22. 2.16 

 

 岐阜保健所 

 本巣・山県センター 

 PCR産物 

 食品 

    6 

    3 

 

      2 

       6 

       2 

   12   22. 2.16  郡上センター  拭き取り     5       2        2 

   13   22. 2.21  岐阜保健所  PCR産物     1         1 

  14 

 

  22. 2.22 

 

 飛騨保健所 

 

 PCR産物 

 拭き取り 

    5 

    6 

       

      4 

       5 

    4 

   15   22. 2.28  岐阜保健所  PCR産物     1         1 

   16 

 

  22. 3. 5 

 

 西濃保健所 

 

 PCR産物 

 拭き取り 

   22 

    7 

 

      0 

      22 

 

                小計 

 

 

 

 

 PCR産物 

 患者糞便 

 食品 

 水 

 拭き取り 

  115 

    9 

   15 

    1 

   51 

 

      9 

      2 

      0 

     13 

     113 

 

       2 

 

      13 

  合計    191      24      128 

                                                        ※サポウイルス遺伝子 

 

  5) エイズウイルス抗体検査 

   免疫クロマトグラフィー法で迅速診断を行っている保健所から依頼のあった４検体について，PA（ゼラチン

  粒子凝集）法で追加検査を行った（表３）．  
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表３ エイズ検査状況 

  4月  5月  6月  7月  8月  9月 10月 11月 12月  1月  2月  3月  計 

 追加検査   1                 1               2    4 

 

  6) Ｂ型肝炎ウイルス抗原及びＣ型肝炎ウイルス抗体検査 

   エイズウイルス抗体検査依頼者で，Ｂ型及びＣ型肝炎検査希望者に対し，免疫クロマトグラフィー法による

  Ｂ型肝炎抗原，及びＣ型肝炎抗体のスクリーニング検査を実施した（Ｂ型肝炎 164検体，Ｃ型肝炎 164検体）． 

  

  7) 肝炎ウイルス相談・検査事業 

    Ｂ型肝炎 122検体，Ｃ型肝炎 124検体の検査依頼があり，免疫クロマトグラフィー法によるＢ型肝炎抗原，

   及びＣ型肝炎抗体のスクリーニング検査を実施した（表４，５は 6)，7)の合計）． 

       

表４ Ｂ型肝炎抗原スクリ－ニング検査状況 

 保 健 所  4月  5月  6月  7月  8月  9月 10月 11月 12月  1月  2月  3月  計 

 岐  阜 

 西  濃 

  関 

 中  濃 

 東  濃 

 恵    那 

 飛  騨 

  4  

 

 

  6 

  2 

 

 

  3 

  1 

  5 

  7 

  5 

  1 

  4 

  2 

  1 

  1 

  5 

  3 

  1 

  1 

  2 

 

  3 

  4 

 

 

  4 

  3 

  2 

  4 

  2 

  3 

 

  5 

  1 

 

 

  6 

  6 

  4 

  1 

 11  

  3 

  4 

  9 

  8 

  5 

  3 

 12  

  1 

  5 

  1 

  8 

  7 

  2 

  6 

  1 

  1 

  6 

  9 

  5 

  6 

  3 

  3 

 

  3 

  7 

  1 

  5 

  5 

  2 

  1 

  4 

  6 

  3 

  5 

  3 

  3 

 

  5 

  6 

  2 

  4 

  55 

  17 

  24 

  58 

  63 

  29 

  40 

  計  12  26  14   13   19   18  43  36  35  25  26  23  286 

 

表５ Ｃ型肝炎抗体スクリ－ニング検査状況 

 保 健 所  4月  5月  6月  7月  8月  9月 10月 11月 12月  1月  2月  3月  計 

 岐  阜 

 西  濃 

  関 

 中  濃 

 東  濃 

 恵    那 

 飛  騨 

  4  

 

 

  6 

  2 

 

 

  3 

  1 

  5 

  7 

  5 

  1 

  4 

  2 

  1 

  1 

  5 

  3 

  1 

  1 

  2 

 

  3 

  4 

 

 

  4 

  3 

  2 

  4 

  2 

  3 

 

  5 

  1 

 

  1 

  6 

  6 

  4 

  1 

 11  

  4 

  4 

  9 

  8 

  5 

  3 

 12  

  1 

  5 

  1 

  8 

  7 

  2 

  6 

  1 

  1 

  6 

  9 

  5 

  6 

  3 

  3 

 

  3 

  7 

  1 

  5 

  5 

  2 

  1 

  4 

  6 

  3 

  5 

  3 

  3 

 

  5 

  6 

  2 

  4 

  55 

  18 

  25 

  58 

  63 

  29 

  40 

  計  12  26  14   13   19   19  44  36  34  22  26  23  288 

 

  8) 新型インフルエンザ検査 

   2009年大流行した新型インフルエンザについて，厚生労働省からの通知に基づく「全数把握」等により 24 

時間体制での遺伝子検査を行った． 

   「全数把握」では 143人分の検体を検査し，99人分の検体から新型インフルエンザウイルス遺伝子が，５人 

分の検体から Aソ連型インフルエンザウイルス遺伝子が，９人分の検体から A香港型インフルエンザウイルス

遺伝子が検出された．「クラスターサーベイランス」では 72人分の検体を検査し，68人分の検体から新型イ

ンフルエンザウイルス遺伝子を検出した．更に「入院サーベイランス」では 403人分の検体を検査し，346人

分の検体から新型インフルエンザウイルス遺伝子を検出した． 
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  ［細菌関係］ 

  1) 細菌性食中毒 

  保健所からの検査依頼事例（疑い含む）を表６に示した． 

 

表６ 細菌性食中毒（疑い含む）検査状況 

事例 

No. 

発生 

年月日 

保健所 

 

菌  名 

 

菌株 

（検体）数 

検 査 項 目 

 

  1 

 

21. 4.16 

 

 岐阜 

 

黄色ブドウ球菌      4 エンテロトキシン検出 

セレウス菌      7    嘔吐毒合成遺伝子検出 

  2 

 

21. 5. 3 

 

 岐阜 

 西濃  

ウェルシュ菌 

 

    10 

 

血清型別, エンテロトキシン産生遺伝子

検出 

  3 21. 5. 4  中濃  サルモネラ      3     同定，血清型別 

  4 

 

21. 5.19 

 

 岐阜 

 

ウェルシュ菌      5     エンテロトキシン産生遺伝子検出 

大腸菌      1     同定，血清型別，病原遺伝子検出 

  5 

 

21. 6.15 

 

 西濃 

 

ウェルシュ菌      8 エンテロトキシン産生遺伝子検出 

サルモネラ      2     同定，血清型別 

  6 21. 6.21  岐阜  カンピロバクター      4    同定 

  7 21. 8.16  西濃  腸管出血性大腸菌      4    同定, 血清型別，志賀毒素遺伝子検出 

  8 21. 9.29  岐阜  カンピロバクター       8    同定 

  9 

 

21.10.22 

 

 岐阜 

 

腸管出血性大腸菌 

 

     3    

 

同定, 血清型別，志賀毒素遺伝子検出， 

パルスフィールドゲル電気泳動 

 10 21.11. 8  岐阜  ウェルシュ菌     19     エンテロトキシン産生遺伝子検出 

 11 

 

22. 1. 6 

 

 岐阜 

 

黄色ブドウ球菌     10     エンテロトキシン産生遺伝子検出 

ウェルシュ菌      8    エンテロトキシン産生遺伝子検出 

 12 22. 2. 9  岐阜  カンピロバクター      16     同定 

           合  計    112      

 

  2) 輸入食品の検査 

   輸入ナチュラルチーズ５検体についてリステリア菌の分離検査を実施した．その結果，すべての検体の陰性

  が確認された． 

 

 3) レジオネラ属菌実態調査 

   県内入浴施設等の浴槽水 28検体由来のレジオネラ属菌 116株について，同定検査及び血清型別検査を実施し 

た．その結果，すべての検体から Legionella pneumophila が検出された．血清型は，血清群 1（11 検体），血

清群 5（8検体），血清群 6（8検体），及び血清群 3（6 検体）が多かった． 

 

  4) レジオネラ症患者発生に伴う検査 

   レジオネラ症患者発生に伴う保健所の調査において，患者利用施設の浴槽水等から検出されたレジオネラ属

  菌 160株（５事例）について同定検査及び血清型別検査を実施した. このうち，患者株が確保できた２事例に

  ついてパルスフィールドゲル電気泳動法により施設由来株との比較を行ったところ，１事例においてパターン

  の一致が確認された． 

 

 5) ３類感染症の検査 

   腸管出血性大腸菌感染症の発生に伴い患者等から分離された 33株について，同定検査，血清型別検査及び志

  賀毒素遺伝子検査を実施した．血清型は O157：H7が 28株，O26：H11が 3株，O113:H21 が 1株であった．また

  １株は志賀毒素遺伝子陰性であった． 
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  6) ４類感染症の検査 

   ライム病（疑）患者の発生があり，血清の抗体検査を国立感染症研究所へ依頼した．その結果，陽性が確認

  された． 

 

  7) 結核・感染症発生動向調査事業病原体検査指針による細菌検査 

   感染性胃腸炎１検体，細菌性髄膜炎４検体，百日咳１検体，その他３検体の検査を実施した． 

 

 8) 業態者検便由来株の血清型別検査 

   業態者検便由来のサルモネラ２株について，同定検査及び血清型別検査を実施した． 

 

  9) 無菌試験 

   医療機器一斉監視指導に係わる収去検査において，コンタクトレンズ３検体の無菌試験を実施した．その結

  果，すべての検体の陰性が確認された． 

 

3.1.3  依頼検査 

  業態者検便由来のサルモネラ 11株について，同定検査及び血清型別検査を実施した． 

 

 

3.2  生活科学部    

3.2.1  調査研究      

  1) 指定薬物の分析法に関する研究 

                                        （平成 21年度～22年度） 

  薬事法の改正に伴って新たに示された「指定薬物」についてガスクロマトグラフ質量分析または液体クロマト

 グラフ質量分析の解析用データベースを作成するため，「指定薬物」を必要な手続きを経た後，入手した．また，

 文献検索や技術研修により，分析条件等の情報収集を行い，分析条件の検討を行った． 

 

  2) 連携大学院  

  がん転移に関する研究を行った．特にがん細胞の周辺組織に対する浸潤を促進する細胞運動刺激因子であるオ

 ートクラインモティリティファクター（AMF），オートタキサン（ATX）について研究を行い，いくつかの新しい

 知見を得た．AMF，ATXはそれぞれがん細胞の運動を刺激する以外に，マップキナーゼ経路を介する細胞内シグナ

 リングにより組織浸潤に重要な役割を果たすマトリックスメタロプロテイナーゼの分泌を促進することを明らか

 にした．また AMFおよび ATX による刺激は ATX 産生を促進するが，AMF分泌は低酸素条件でのみ促進されること

 も発見した．したがって腫瘍が成長して内部の細胞が低酸素状態になったときこれらの因子の発見が促され，悪

 性化する機構が明らかになった． 

 

3.2.2  行政検査 

  ［薬品関係］ 

  1) 医薬品等一斉取締における規格試験 

  1.溶出試験 

    ベザフィブラートを含有する医療用医薬品について，県内の医薬品卸売販売業者が保管する製品（先発医

   薬品２製品および後発医薬品 16 製品，324項目）の溶出試験を実施した．その結果，全て規格に適合してい

   た． 

  2.医薬品 

    県内製造医薬品の内服固形製剤２検体（定量試験２項目）について収去検査を実施した．その結果、２検

   体は規格に適合しなかった． 
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  2) 医療機器一斉取締における規格試験 

  県内で製造される医療機器で，ソフトコンタクトレンズ２検体（８項目）について収去検査を実施した．その

 結果，全て規格に適合していた． 

 

 3) 無承認無許可医薬品に係る医薬品成分等の試験 

いわゆる健康食品と称する無承認無許可医薬品の監視として，県内のドラッグストアより買上された痩身目的

の健康食品 10検体及び滋養強壮目的の健康食品 11検体について検査を実施した．痩身目的の検体については，

フェンフルラミン，Ｎ－ニトロソフェンフルラミン，ノルエフェドリン，エフェドリン，フェンテルミン，シブ

トラミン, マジンドールの検査（定量試験 70項目）を，滋養強壮目的の検体については，ピロカルピン，エフェ

ドリン, ヨヒンビン, シルデナフィル, バルデナフィル, タダラフィルの検査（定量試験 66項目）を実施したが，

全て検出されなかった． 

 

  4) 大麻草の有毒成分等の試験 

県内大麻草栽培者から，種子採取用に残された大麻草 256検体を収去し，幻覚成分であるΔ9-テトラヒドロカ

ンナビノール及び幻覚作用を有しないカンナビジオール（定量試験 512 項目）の試験を実施した． 

 

  5) 登録試験検査機関における外部精度管理 

トラネキサム酸錠（250 mg）について，定量試験６回，含量均一性試験２回，質量偏差試験２回，システム適

合性試験（分離度）２回およびシステム再現性試験（相対標準偏差）２回を実施した． 

 

  ［生活衛生関係］ 

  1) 家庭用品規格試験  

有害物質を含有する繊維製品など家庭用品延べ 63検体を対象にホルムアルデヒド，トリクロロエチレン等延べ

75項目について検査した．その結果，すべての製品において規格基準値以内であった．その内訳を表７，表８及

び表９に示した.  

 

表７ 繊維製品 

 帽子 おしめ おしめカバー よだれ掛け 外衣 中衣 寝具 靴下 下着 寝衣 手袋 計 

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ(乳幼児用) 3   6 5 7  9 9 4 6 49 

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ(乳幼児用以外)        6 4   10 

    計 3 0 0 6 5 7 0 15 13 4 6 59 

 

表８ 洗浄剤 

 

 

0.1N水酸化 

ﾅﾄﾘｳﾑ消費量 

漏水試験 

 

落下試験 

 

圧縮変形 

試    験 

耐アルカリ 

試      験 

計 

 

 住宅用洗浄剤 2 2 2 2 2 10 

 

表９  化学製品 

 メタノール テトラクロロエチレン トリクロロエチレン 計 

家庭用エアロゾル 2 2 2 6 

 

  2) 衛生害虫関係の検査 

  県内保健所，県域振興局等から相談された衛生害虫の鑑別相談を行った（４件）. 主なものは,タカラダニ，ア

 ナバチ，コクヌストモドキ，チャバネゴキブリであった． 
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3.3  環境科学部    

3.3.1  調査研究 

 1) 省エネ型高効率 VOC 分解装置の開発に関する研究 

  （環境省地域の産学官連携による環境技術開発基盤整備モデル事業） 

                                        （平成 18年度～21年度） 

  大気汚染防止法の改正により平成 18年４月１日から VOC（揮発性有機化合物）の排出抑制対策がスタートした．

 対策の枠組みとしては，一定規模以上の排出施設への直接規制とそれ以外の中小規模施設における自主的取組の

 ベストミックスにより全体の排出量を抑制していこうとするものであるが，自主的取組を期待される中小企業に

 おいては費用面等から対策が遅れがちである．そこで，中小企業向けに安価で小型な VOC分解装置の開発を目指

 すこととし，平成 21年度は改良した試作機を用いて金属塗装工場における実証試験を行った． 

 

 2) 岐阜県における大気汚染物質の発生要因の解明と除去に関する基礎的研究 

                                                                            （平成 21年度～22年度） 

   「光化学オキシダント等大気汚染物質の発生要因の解明」として、美濃加茂測定局の光化学オキシダントに影

 響を与える因子について統計的な解析を行ったところ，誤差を減尐させるためには天候のデータの取り扱いに工

 夫が必要であることがわかった．また，光化学オキシダントにより二次生成する浮遊粒子状物質(SPM)の挙動の解

 明を行うため，SPMのサンプリングと成分分析を行った．「大気汚染物質の除去に関する基礎的研究」について

 は，光半導体の熱励起による炭化水素等の大気汚染物質の分解に関する基礎的検討として，高機能光半導体利用

 排ガス浄化基礎試験と光半導体設置システムの検討を行った． 

  

 3) 汚染土壌の環境修復技術とモニタリング手法に関する研究 

                                           （平成 21 年度） 

   廃棄物・再生材の利用促進や資源循環・廃棄過程に関連するリスク管理試験法として，日常のモニタリングや

 化学分析の代替法等としての簡易法の開発整備を行うとともに，その適用性について評価する．本年度は，廃棄

 物として溶融スラグを用いて，溶出試験及び含有量試験の公定法と簡易法についての比較試験を実施したととも

 に，試験機を一般廃棄物処理施設へ持ち込み現場での活用について評価し，簡易法の有用性について評価した． 

 

3.3.2  委託調査      

 1) 東アジア酸性雨モニタリング調査（環境省委託） 

    伊自良湖が東アジア酸性雨モニタリングネットワークの生態影響調査地点に指定され，陸水調査，大気環境調

 査，降下物調査を実施した（表 10）.  

 

表 10 調査項目等の概要 

調査名 地 点 回 数 調   査   項   目 延項目数 

 陸水 

 

 

湖沼水 

河川 

 

  2 

  4 

 

 年4回 

    

 

  pH, EC, アルカリ度， 

  Na＋，K＋，Ca2＋，Mg2＋, 

  SO4
2－，NO3

－，Cl－，Chl-a 等   

 

    680 

 

 湿性降下物 

 

   1 

 

 1週間毎 

 

  pH，EC，SO4
2－，NO3

－，Cl－，NH4
＋， 

 K＋，Na＋，Ca2＋，Mg2＋ ，雨量 

    572 

 

 乾性降下物 

 

   1 

 

 毎時測定 

 

  NO，NO2 ，SO2 ，O3 ，SPM 

 気象データ（気温，湿度，風向，風速，日射量） 

   1,095 

 

 乾性降下物 

 （フィルターパック法） 

  1 

 

 2週間毎 

 

  NH3, HNO3, HCl, SO2, SO4
2－，NO3

－，Cl－，NH4
＋， 

  K＋，Na＋，Ca2＋，Mg2＋ 等 

   312 
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  2) 化学物質環境実態調査（環境省委託）    

  環境中に残留している可能性のある化学物質の挙動及び実態を把握するため，表 11に示す調査を実施した.  

 

表 11 化学物質環境汚染実態調査の概要 

調査名 調査地点 調  査  項  目 

モニタリング調査 (POPs条約

対象物質等の経年的なモニタ

リング調査) 

各務原市 

（岐阜県保健環境研究所) 

 

ＰＯＰｓ条約対象27物質群， 

ポリブロモジフェニルエーテル類， 

ペンタクロロベンゼン 

初期環境調査 (PRTR制度候補

物質等の環境残留状況を把握

するための調査） 

各務原市 

（岐阜県保健環境研究所) 

 

ｍ-ニトロアニリン 

 

 

詳細環境調査 (化審法第２種

特定化学物質選定のための環

境残留実態把握調査) 

各務原市 

（岐阜県保健環境研究所) 

 

ジイソプロピルナフタレン 

 

 

  

  3) 環境放射能水準調査（文部科学省委託） 

  環境中における人工放射性物質の蓄積状況の把握及び住民の被曝線量の推定を主な目的として，平成２年度か

 ら調査を実施している. 平成 21年度における平常時の環境放射能測定の概要は表 12 のとおりであり，異常値等

 は認められなかった. また，北朝鮮の核実験に伴うモニタリング強化（緊急時の環境放射能測定）の概要は表 13

 のとおりであり，異常値等は認められなかった． 

 

表 12 環境放射能水準調査内訳（平常時） 

   事 業 項 目 測定地点数   測  定  対  象   延測定回数   備  考 

全ベ－タ放射能測定調査   1  雨水                 61 降雨毎 

核種分析調査 

 

  10   

 

大気浮遊じん，降下物，土壌 

陸水，精米，野菜，茶，牛乳 

   25  

 

野菜は大根と 

ホウレン草 

モニタリングポストによる 

空間線量率調査 

  1   

 

大気（ガンマ線）       

 

   362  

 （連続） 

3日間は欠測 

 

 

表 13 環境放射能水準調査内訳（緊急時） 

   事 業 項 目   測定地点数   測  定  対  象   延測定回数   備  考 

 核種分析調査    1   大気浮遊じん，降下物    21   5/25-6/5 

 モニタリングポストによる

 空間線量率調査    

  1   

 

大気（ガンマ線）       

 

    13 

 （連続） 

 5/25-6/5 

 

 

 4) 岐阜県環境計量証明事業協会統一精度管理調査（岐阜県環境計量証明事業協会技術支援） 

  調査参加機関における分析手法や分析技術の改善に貢献し，環境測定データの信頼性の確保に資することを目

 的として，県内の環境測定に従事する 12事業所を対象とした統一精度管理調査を実施した（表 14）． 

 

表 14 岐阜県環境計量証明事業協会統一精度管理調査の概要 

        調査試料        調  査  項  目 

    模擬水質試料２種類   カドミウム，鉛，亜鉛の分析値と分析に係る諸条件 
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3.3.3  行政検査 

 ［大気関係］ 

 1) アスベスト建材除去作業現場及び一般環境実態調査 

  平成 18 年度から飛散性及び非飛散性アスベスト建材除去作業現場の実態調査を実施して，周辺環境への影響を

 監視している．また，県内 5 地点の一般大気環境測定を実施し，大気中アスベスト濃度の把握に努めている 

（表 15）． 

表 15 アスベスト実態調査内訳 

       実 施 区 分   測定事業所数または測定地点数    延検体数 

 飛散性アスベスト建材除去作業現場                 5      13 

 非飛散性アスベスト建材除去作業現場                 1     2 

 一般大気環境測定                5     5 

 

  2) 大気環境監視テレメータシステム    

  現在，県下 18 地点の大気環境自動測定局（自動車排出ガス測定局４局を含む.)で常時監視を行っている. 平成

 21年度の環境基準達成状況は，二酸化窒素の全ての測定局で基準を達成したが，二酸化硫黄は中津川が環境基準

 値を超過した．浮遊粒子状物質は，３月 21日の黄砂日において 15局が環境基準値を超過した．また，光化学オ

 キシダントは，前年度と同様に 12局全てが環境基準値を超過し，注意報等の発令状況は，予報のみの発令が４日，

 注意報の発令が３日あった．これら各測定局の毎時データは，インターネットで情報の提供を行っている 

（表 16）． 

 

表 16 大気環境測定局及び測定項目一覧表 

 

地 域 

 

 

 

測 定 局 

名    称 

 

測          定          項          目 

二酸化 

硫 黄 

 

浮遊粒

子  状

物  質 

窒素酸化物 光化学 

オキシ

ダント 

一酸化 

炭 素 

 

炭化水素 風向 

風速 

 

一酸化

窒素 

二酸化

窒素 

非ﾒﾀ ﾝ    

 

メタン 

 

 

 岐 阜 

 

 

 

岐 阜 中 央          ○   ○    ○    ○    ○               ○ 

岐 阜 南 部          ○   ○    ○    ○    ○        ○   ○   

岐 阜 北 部          ○   ○    ○    ○    ○               

岐阜明徳自排      ○    ○    ○        ○           

各 務 原          ○   ○    ○    ○    ○               ○ 

 

西濃・羽島 

 

 

大 垣 中 央          ○   ○    ○    ○    ○               ○ 

大 垣 南 部          ○   ○   ○    ○    ○               ○ 

大 垣 自 排          ○   ○   ○      ○ 

羽    島    ○   ○   ○   ○   ○     ○ 

 中 濃 

 

美 濃  可 茂          ○   ○   ○   ○   ○     ○ 

可 児 自 排              ○   ○   ○                  ○ 

 

 東 濃 

 

 

 

土        岐    ○   ○    ○    ○                   ○ 

土 岐 自 排          ○   ○   ○      ○ 

瑞        浪    ○   ○                            ○ 

笠        原    ○   ○   ○    ○    ○               ○ 

中 津 川          ○   ○            ○                ○ 

 飛 騨 

 

高 山          ○   ○   ○   ○   ○     ○ 

乗     鞍    ○   ○   ○   ○   ○     ○ 

 3) 大気環境測定車による調査 
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  大気環境測定車「あおぞら号」により，大気環境自動測定局未設置地域２地点における一般環境調査（表 17）

 と，国道の周辺５地点における交通公害調査（表 18）を実施した. なお，乗鞍スカイライン（畳平）については，

 マイカー規制実施に伴う大気環境調査として実施している. 

  調査結果は，一般環境調査及び交通公害調査とも前年度と比較してほぼ同程度であった．  

 

表 17 一般環境調査地点                      表 18  交通公害調査地点 

 

 

 

 

 地 域    調査地点  

 

 

 

  道   路   名   調   査   地   点   名 

 中 濃   中濃総合庁舎      国道19号  多治見市文化会館 

 飛 騨 乗鞍スカイライン（畳平      国道21号 

 

 ＪＡかかみがはら鵜沼西部支店 

 関ヶ原町さくらんぼの家      ２地点（２市） 

 

 

 

     国道41号  高山市石浦公民館 

     国道258号  海津市南濃体育館 

        ４路線 ５地点 

 

 4) 公害発生源立入検査に伴う揮発性有機化合物（VOC）の測定 

  県内の揮発性有機化合物（VOC）排出施設に立ち入り事前調査を行うことでその排出状況を把握し，指導強化に

努めた（表 19）． 

 

表 19 VOC測定調査内訳 

立ち入り調査したVOC排出施設 測定項目 延検体数 

5ヶ所 排ガス中の揮発性有機化合物(VOC)濃度 5 

 

  ［水質関係］   

  1) 水質環境基準監視測定（地下水） 

    水質汚濁防止法第 16 条１項の規定による水質測定計画に基づいて，地下水の概況調査（メッシュ方式）110地

  点，揮発性有機化合物（VOC）重点調査 66地点，モニタリング調査 56地点について環境基準項目の測定を実施

  した. 延べ項目数は 3,630 であった（表 20）.   

 

表 20 地下水の水質基準監視測定の概要 

 振興局およ 

 び事務所 

概況調査 

(メッシュ方式) 

揮発性有機化合物 

（VOC）重点調査 

モニタリング調査 

 

    延項目数 

 

 岐 阜 

  西 濃 

  揖 斐 

  中 濃 

  中 事 

  東  濃 

  恵 那 

  飛 騨 

      21 

     20 

      9 

     13 

     14 

      9 

      9 

      15 

       9 

     16 

       1 

      9 

      11 

      4 

          6 

         10 

      12 

        6 

      0 

      11 

      3 

         20 

       1 

       3 

    657 

        702 

        245 

        448 

        488 

      307 

        279 

        504 

  合 計        110                 66           56      3,630 

    

  2) 河川水、土壌および地下水の汚染事故による調査 

  各務原市，山県市，垂井町，大野町，川辺町，関市，恵那市ならびにその他で明らかにされた硫酸銅，六価ク

ロム, 砒素, 鉛，ほう素，硝酸性窒素および亜硝酸性窒素等による河川水，土壌ならびに地下水汚染に伴い，周

辺の河川水や地下水の水質検査を実施した. 延件数 642 件，延項目数は 899であった（表 21）. 
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表 21 河川・土壌・地下水汚染事故に伴う調査の概要 

振興局およ 

び事務所 
市町村 件数 延項目数 測 定 項 目 

 岐 阜 

 西 濃 

 揖 斐 

 中 濃 

 中  事 

 恵 那 

 各務原市，山県市 

 不破郡垂井町 

 揖斐郡大野町 

 加茂郡川辺町 

 関市 

 恵那市 

    16 

     5 

  39 

   16 

   337 

   229 

     19 

      5   

     78 

     16 

    552 

    229   

六価ｸﾛﾑ，pH，硫酸銅 

砒素 

六価ｸﾛﾑ，砒素 

硝酸性窒素および亜硝酸性窒素 

六価ｸﾛﾑ，鉛，ほう素 

砒素 

 合 計    642     899  

 

  3) フェロシルトによる土壌汚染事故に伴う地下水・土壌調査 

  瑞浪市，中津川市，本巣市，その他で明らかにされたフェロシルト埋設地周辺の河川水・地下水調査，土壌の

 溶出試験を実施した. 延件数 41件，延項目数は 82であった.  

 

  4) 魚類へい死事故に係る水質調査 

  関市地内の武儀川における魚類へい死事故の原因究明のため、魚体等の分析を実施した．延件数 5件，延項目

数は 484であった. 

 

  ［廃棄物関係］ 

 1) リサイクル認定製品調査 

  岐阜県リサイクル認定製品について，社会的信頼性の確保のための安全性を確認するため，既認定製品及び新

 規認定製品についての検査を実施した（表 22）． 

 

表 22 リサイクル認定製品の調査概要 

            検 体 数          延項目数 

   既認定製品          64          665 

   新規認定製品                9              95 

    合計            73             760 

 

 ［微量化学物質関係］ 

  1) ダイオキシン類モニタリング調査 

  ダイオキシン類対策特別措置法第 26条第 1項の規定に基づき，県内の環境大気，河川水，地下水，河川底質，

  発生源周辺土壌中のダイオキシン類を測定した（表 23）.  

 

表 23  ダイオキシン類モニタリング調査 

      調査内容    地点数     検体数 

 

 一般 

 調査 

 

 

 環境大気       3      6 

 河川水 

 河川底質 

       8        8 

       6        6 

 地下水        5        5 

 発生源周辺土壌       12       12 

 追跡 

 調査 

 河川水        2        8 

 河川底質        2        2 

      合  計     38       47 
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3.4  食品安全検査センター 

3.4.1 調査研究 

  1) 食品・添加物等規格基準に関する試験検査等について(厚生労働省受託研究) 

                                                         （平成 21年度） 

食品中に残留する農薬，動物用医薬品等の対策として，厚生労働省では従来から食品中の残留基準の整備拡充

を行っており，平成 18年５月にはポジティブリスト制度が施行された．これに伴い，「残留農薬分析法検討会」

が設置され，残留基準の設定された農薬等の一斉分析法，個別分析法の検討が行われている．当所も委員の一員

として参画し，平成 21年度は，公定試験法が定まっていない農薬「ブトロキシジム」個別試験法の開発を行った． 

 

  2）蜂蜜中の残留動物用医薬品等の多成分分析法に関する研究 

                                                                                （平成 20年度～21年度） 

本県は近代養蜂の発祥の地として，養蜂業が盛んであるが，ミツバチの疾病予防のために動物用医薬品が使用

されることがあり，蜂蜜への残留が懸念されている．残留農薬等のポジティブリスト制度の施行に伴い，動物用

医薬品についても微量レベル（0.01ppm）の基準を適用する高精度な分析が求められている．蜂蜜は水分含量の尐

ない濃縮された天然食品で，夾雑成分を多く含んでおり，現在これに応え得る多成分分析法は確立されていない．

蜂蜜の安全性向上および県民の食生活の安全性確保に寄与するため，夾雑成分等の影響を受けにくい信頼性の高

い動物用医薬品の分析法の開発を目指し，21年度は，高速液体クロマトグラフ質量分析計（LC/MS），高速液体

クロマトグラフタンデム型質量分析計(LC/MS/MS)の測定条件及び蜂蜜からの精製条件について検討を行った． 

 

3.4.2 行政検査 

  1) 残留抗生物質検査 

抗生物質は，動物用医薬品として畜水産動物の感染治療や予防に用いられるほか，飼料の栄養成分の有効利

用を促進する目的で，飼料添加物としても使用されている．この中で使用量の多い抗生物質について牛乳 11

検体中のオキシテトラサイクリン，クロルテトラサイクリン及びテトラサイクリンについて残留検査を実施し

た結果，いずれの検体からも抗生物質は検出されなかった． 

 

 2) 残留合成抗菌剤 

国内で生産されている鶏卵 12 検体（県内産 11検体，県外産１検体）について，サルファ剤５種（スルファ

チアゾール，スルファメラジン，スルファジミジン，スルファモノメトキシン，スルファジメトキシン）とト

リメトプリムの残留検査を実施した結果，いずれも不検出であった． 

 

  3) 重金属検査 

   県内で生産された玄米３検体についてカドミウムの検査を行った．その結果，0.02，0.02，0.13ppmであり，

  成分規格基準（1.0ppm 未満）に適合していた．                         

 

  4) 残留農薬検査 

食品衛生法の残留農薬基準が大幅に改正され，新たにポジティブリスト制の導入がなされ，平成 18年 5月 

29日から施行された．平成 21年度はポジティブリスト制の導入により，前年度より項目数を増やして検査を

行った． 

平成 21年度は県内産農産物 63検体，県外産農産物７検体，牛乳４検体の計 74検体について延べ 13,316 項

目の検査を実施した. その結果，いずれの検体からも基準値以上の農薬は検出されなかった（表 24）. 
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表 24 残留農薬の検査結果 

  試 料 名 検体数   検査項目数            検 査 結 果 

県内産野菜 

 

 

 

 

 

 

 

  44 

 

 

 

 

 

 

 

  8,360 

 

 

 

 

 

 

 

ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ(0.01ppm/1検体), ｱｾﾌｪｰﾄ(0.008～0.075ppm/2検体)，ｱｿﾞｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.012ppm

/1検体), ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.006～0.068ppm/4検体),ｴﾄﾌｪﾝﾌﾟﾛｯｸｽ(0.009～2.1ppm/3検体)

, ｷｬﾌﾟﾀﾝ(0.044ppm/1検体),ｸﾛﾙﾌﾙｱｽﾞﾛﾝ(0.085ppm/1検体), ｸﾛﾛﾀﾛﾆﾙ(0.029ppm/1検体)

,ｼﾍﾟﾙﾒﾄﾘﾝ(0.044～0.51ppm/2検体), ﾃﾌﾞｺﾅｿﾞｰﾙ(0.012ppm/1検体),ﾃﾌﾙﾄﾘﾝ(0.003ppm/1

検体), ﾄﾘﾌﾙﾐｿﾞｰﾙ(0.006ppm/1検体),ﾄﾙﾌｪﾝﾋﾟﾗﾄﾞ(0.017～0.028ppm/2検体), ﾋﾟﾘﾀﾞﾍﾞﾝ

(0.009ppm/1検体),ﾌｪﾅﾘﾓﾙ(0.003ppm/1検体),ﾌｻﾗｲﾄﾞ(0.004ppm/1検体),ﾌﾙﾌｪﾉｸｽﾛﾝ(0.0

47～0.81ppm/2検体), ﾌﾟﾛﾁｵﾎｽ(0.0039ppm/1検体),ﾍﾟﾙﾒﾄﾘﾝ(0.068ppm/1検体), ﾍﾟﾝﾃﾞｨ

ﾒﾀﾘﾝ(0.032ppm/1検体),ﾒﾀﾐﾄﾞﾎｽ(0.017～0.12ppm/2検体), ﾙﾌｪﾇﾛﾝ(0.007ppm/1検体) 

県内産果実 

 

 

 

 

  14 

 

 

 

 

  2,660 

 

 

 

 

ｱｸﾘﾅﾄﾘﾝ(0.071ppm/1検体), ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ(0.015～0.39ppm/3検体),ｱｿﾞｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.098pp

m/1検体),ｲﾌﾟﾛｼﾞｵﾝ(0.060ppm/1検体),ｸﾚｿｷｼﾑﾒﾁﾙ(0.011ppm/1検体), ｸﾛﾙﾌｪﾅﾋﾟﾙ(0.010

～0.016ppm/2検体),ｼｱﾉﾎｽ(0.0048ppm/1検体), ﾃﾌﾞｺﾅｿﾞｰﾙ(0.016ppm/2検体),ﾋﾞﾃﾙﾀﾉｰﾙ

(0.046ppm/1検体), ﾋﾟﾘﾀﾞﾍﾞﾝ(1.4ppm/1検体),ﾌｪﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾄﾘﾝ(0.16ppm/1検体), ﾌﾞﾌﾟﾛﾌｪ

ｼﾞﾝ(0.011ppm/1検体) 

県内産穀類  ２     380 全て不検出 

県内産 茶 

 

 

  ３ 

 

 

    570 

 

 

ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ(0.042ppm/1検体), ｱｿﾞｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.045ppm/1検体),ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.11ppm/1

検体), ｼﾗﾌﾙｵﾌｪﾝ(0.49ppm/1検体),ﾁｱｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.45ppm/1検体),ﾌﾙﾌｪﾉｸｽﾛﾝ(0.55ppm/1

検体),ﾎｻﾛﾝ(0.025ppm/1検体)，ﾙﾌｪﾇﾛﾝ(0.038ppm/1検体) 

県外産農産物 

 

  ７ 

 

  1,330 

 

ｱｾﾌｪｰﾄ(0.024ppm/1検体),ｲﾝﾄﾞｷｻｶﾙﾌﾞ(0.006ppm/1検体),ﾁｱﾒﾄｷｻﾑ(0.023ppm/1検体), ﾌ

ﾟﾛｼﾐﾄﾞﾝ(0.020ppm/1検体),ﾒﾀﾐﾄﾞﾎｽ(0.009ppm/1検体),ﾒﾀﾗｷｼﾙ(0.024ppm/1検体),ﾌﾟﾛﾁｵ

ﾎｽ(0.0021ppm/1検体) 

  牛      乳   ４      16 全て不検出 

 

  5) PCB 検査 

    PCB汚染として最も重要なものとして考えられる食品のうち，牛乳２検体について検査を実施した. 測定結果 

  はすべて不検出であった（表 25）.                                                                     

表 25 食品中に残留する PCB 

   食 品 名   検 体 数     検 査 結 果      暫定的規制値 

   牛 乳     ２        不検出       0.1ppm 

 

  6) 陶磁器製器具の規格試験 

  県内産陶磁器製品 46 検体についてカドミウム及び鉛の溶出試験を行った結果を表 26 に示した．カドミウム及

び鉛について，全ての検体で規格に適合していた． 

表 26  陶磁器の規格及び検査結果 

        区   分 

 

      規    格   

  不適/検体 

 

   鉛 カドミウム     鉛   カドミウム 

深形のもの 

(深さ2.5 cm以上) 

容量1.1以上    1ppm  0.25ppm   0／ 5  不検出 不検出 

容量1.1未満    2ppm  0.5ppm   0／20  不検出～0.9ppm  不検出～0.03ppm 

浅形のもの(深さ2.5 cm未満)  8μg/cm2 0.7μg/cm2   0／21  不検出～0.4μg/cm2  不検出～0.07μg/cm2 

 

  7) 輸入食品の検査 

  1. 残留農薬検査 

野菜 34検体，果実５検体，豆類 13検体，熱帯産果実 13検体，かんきつ類果実７検体，穀類６検体，種実類

２検体，茶１検体の計 81 検体について延べ 15,390項目の残留農薬の検査を実施した. 全ての検体から基準値

以上の農薬は検出されなかった(表 27)． 
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表 27 残留農薬の検査結果 

 試料名 検体数 検査項目数 検査結果 試料名 検体数 検査項目数       検査結果 

かぼちゃ 

 

ｶﾘﾌﾗﾜｰ 

ごぼう 

 まつな 

 

 

 といも 

しいたけ 

しょうが 

セロリ 

 

 

 

 

 

 

 

 うもろこし 

なばな 

にんにく 

ニンニクの芽 

 ぎ 

パプリカ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ 

ほうれんそう 

メロン 

 

いんげん 

えだまめ 

大豆 

バター豆 

ライマ豆 

落花生 

2 

 

1 

2 

1 

 

 

5 

1 

2 

2 

 

 

 

 

 

 

 

2 

1 

2 

2 

1 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

2 

2 

 

3 

2 

6 

1 

2 

2 

380 

 

190 

380 

380 

 

 

950 

190 

380 

380 

 

 

 

 

 

 

 

380 

190 

380 

380 

190 

190 

 

 

 

 

 

 

 

 

1140 

380 

380 

 

570 

380 

1140 

190 

380 

380 

ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.02ppm/1検体), 

ｸﾛﾙﾋﾟﾘﾎｽ(0.016ppm/1検体) 

  不検出 

  不検出 

ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.006ppm/1検体),

 ｸﾛﾙﾌﾙｱｽﾞﾛﾝ(0.085ppm/1検体),

 ｼﾍﾟﾙﾒﾄﾘﾝ(0.51ppm/1検体) 

 不検出 

 不検出 

 不検出 

ｱｾﾌｪｰﾄ(0.17ppm/1検体), ｵｷｻﾐﾙ

(0.037ppm/1検体), ｼﾞｸﾛﾗﾝ(0.3

1ppm/1検体), ﾋﾟﾗｸﾛｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.0

57ppm/1検体), ﾌﾟﾛﾋﾟｺﾅｿﾞｰﾙ(0.

016ppm/1検体), ﾍﾟﾙﾒﾄﾘﾝ(0.067

ppm/1検体), ﾒﾀﾐﾄﾞﾎｽ(0.048ppm

/1検体), ﾘﾆｭﾛﾝ(0.01ppm/1検体

) 

 不検出 

  不検出 

  不検出 

  不検出 

  不検出 

ｱｸﾘﾅﾄﾘﾝ(0.029ppm/1検体), ｱｾﾀ

ﾐﾌﾟﾘﾄﾞ(0.020ppm/1検体), ｲﾐﾀﾞ

ｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.092ppm/1検体), ｲﾝﾄ

ﾞｷｻｶﾙﾌﾞ(0.027ppm/1検体),ｸﾛﾙﾌ

ｪﾅﾋﾟﾙ(0.05ppm/1検体), ﾁｱﾒﾄｷｻ

ﾑ(0.057ppm/1検体), ﾃﾄﾗｺﾅｿﾞｰﾙ

(0.098ppm/1検体), ﾋﾞﾌｪﾝﾄﾘﾝ(0

.013ppm/1検体), ﾙﾌｪﾇﾛﾝ(0.038

ppm/1検体) 

  不検出 

  不検出 

ﾋﾞﾌｪﾝﾄﾘﾝ(0.0035ppm/1検体), ｲ

ﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.017ppm/1検体) 

ｴﾄﾌｪﾝﾌﾟﾛｯｸｽ(0.014ppm/1検体) 

ｼﾍﾟﾙﾒﾄﾘﾝ(0.054ppm/1検体) 

 不検出 

 不検出  

 不検出 

 不検出 

 くるみ 

 ごま 

 小麦粉 

 もちきび 

 ぶどう 

 

 

 

 

 

 

 オレンジ 

  

 

 グレープフルーツ 

  

 

 

 

  レモン 

  

 アボガド 

 

  キウイ 

 ﾊﾟｲﾅｯﾌﾟﾙ 

 バナナ 

 パパイヤ 

  

 

ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰ 

 

 

 

 

 

 

 マンゴー 

 

 

   茶 

1 

1 

3 

1 

3 

 

 

 

 

 

 

3 

 

 

2 

 

 

 

 

2 

 

2 

 

2 

4 

2 

2 

 

 

2 

 

 

 

 

 

 

1 

 

 

1 

190 

190 

570 

380 

570 

 

 

 

 

 

 

570 

 

 

380 

 

 

 

 

380 

 

380 

 

380 

760 

380 

380 

 

 

380 

 

 

 

 

 

 

190 

 

 

190 

不検出 

不検出 

不検出 

不検出 

ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.005～0.13ppm/2検体

), ｴﾄｷｻｿﾞｰﾙ(0.013ppm/1検体), ﾋﾞﾌ

ｪﾝﾄﾘﾝ(0.004ppm/1検体), ﾋﾟﾗｸﾛｽﾄﾛﾋ

ﾞﾝ(0.032ppm/1検体), ﾎﾞｽｶﾘﾄﾞ(0.05

8ppm/1検体), ﾒﾄｷｼﾌｪﾉｼﾞﾄﾞ(0.12ppm

/1検体), ﾐｸﾛﾌﾞﾀﾆﾙ(0.035ppm/1検体

) 

ｲﾏｻﾞﾘﾙ(0.63～1.6ppm/3検体),ｸﾛﾙﾋﾟ

ﾘﾎｽ(0.077ppm/1検体),  ｼﾏｼﾞﾝ(0.02

5ppm/1検体), 

ｲﾏｻﾞﾘﾙ(0.095～0.12ppm/2検体), ｲﾐ

ﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ(0.029ppm/1検体), ｸﾛﾙﾌｪ

ﾅﾋﾟﾙ(0.01ppm/1検体),ﾋﾟﾗｸﾛｽﾄﾛﾋﾞﾝ(

0.061ppm/1検体), ﾋﾟﾘﾌﾟﾛｷｼﾌｪﾝ(0.0

34ppm/1検体) 

ｲﾏｻﾞﾘﾙ(1.1ppm/1検体), 2.4D(0.018

～0.046ppm/2検体) 

ｼﾞﾒﾄｴｰﾄ(0.047ppm/1検体), ﾊﾟﾗﾁｵﾝﾒ

ﾁﾙ(0.006ppm/1検体) 

 不検出 

 不検出 

ｸﾛﾙﾋﾟﾘﾎｽ(0.012～0.018ppm/2検体) 

ｱｿﾞｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.071ppm/1検体), ﾃﾞﾙ

ﾀﾒﾄﾘﾝ(0.03ppm/1検体) 

ｱｼﾞﾝﾎｽﾒﾁﾙ(0.021ppm/1検体), ｱｿﾞｷｼ

ｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.039ppm/1検体),ｷｬﾌﾟﾀﾝ(0.

088～0.24ppm/2検体), ｼﾌﾟﾛｼﾞﾆﾙ(0.

02～0.05ppm/2検体), ﾋﾞﾌｪﾝﾄﾘﾝ(0.0

031ppm/1検体), ﾋﾟﾗｸﾛｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.006

ppm/1検体), ﾌｪﾝﾍｷｻﾐﾄﾞ(0.098ppm/1

検体), ﾎﾞｽｶﾘﾄﾞ(0.10～0.11ppm/2検

体) 

ｱｿﾞｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ(0.48ppm/1検体),ｲﾌﾟﾛｼ

ﾞｵﾝ(0.14ppm/1検体), ﾌｪﾝﾄｴｰﾄ(0.00

8ppm/1検体) 

ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ(0.18ppm/1検体),ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌ

ﾟﾘﾄﾞ(0.21ppm/1検体) 
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    2. 食品添加物検査 

      わが国は，食料品の多くを海外に依存しているが，それらに使用される食品添加物の使用基準は国際的に不

  統一であるため，国内基準に合わない食品が輸入販売されている可能性がある. そこで，検疫所における検査

  結果等から，違反事例の多い項目を重点的に選んで，表 28に示す検査を 21検体について実施した. その結果，

  すべて基準に適合していた． 

 

表 28 輸入食品中の食品添加物検査結果 

  食 品 名  原 産 国 検体数 検査項目数   検査項目    検査結果 

  菓  子 

 

 

 

オーストリア 

中国 

フィリピン 

ベトナム 

  2  

   2   

  1 

   1 

    6 

    6 

 

 

サイクラミン酸 

tert-ﾌﾞﾁﾙﾋﾄﾞﾛｷﾉﾝ 

 

 

不検出 

不検出 

 

 

   漬  物 中国    3     5   

 

 

サイクラミン酸 

 

 

不検出 

 

 

   シロップ漬け 

 

大韓民国 

中国 

   1 

   1 

 オレンジ 

 

アメリカ   

オーストラリア 

   2 

   1 

   16 

 

     

 

 

       

ｵﾙﾄﾌｪﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ 

ﾁｱﾍﾞﾝﾀﾞｿﾞｰﾙ 

  

 

 

 

不検出～0.0005 g/kg 

不検出～0.0006 g/kg 

 

 

 

 

 グレープフルーツ 

 

南アフリカ 

アメリカ 

  1 

   1 

 レモン アメリカ     2 

  ライム ブラジル    1 

  バナナ 

 

フィリピン 

 

   2 

 

    4 

 

ｵﾙﾄﾌｪﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ  

ﾁｱﾍﾞﾝﾀﾞｿﾞｰﾙ   

不検出 

不検出 

 合   計   21    37   

                                                                                               

    3. 残留抗生物質検査 

    輸入ハチミツ５検体について残留抗生物質（オキシテトラサイクリン，クロルテトラサイクリン，テトラサ

   イクリン）の検査を実施した結果，すべて不検出であった. 

     

    4. 残留合成抗菌剤検査 

       輸入ウナギ加工品３検体についてマラカイトグリーン，ロイコマラカイトグリーンの残留検査を実施した結

   果すべて不検出であった．また輸入エビ８検体についてサルファ剤５種（スルファチアゾール，スルファメラ

   ジン，スルファジミジン，スルファモノメトキシン，スルファジメトキシン）とトリメトプリムの残留検査を

   実施した結果，いずれも不検出であった． 

 

  5. アフラトキシン検査                                                                     

アフラトキシンは，代表的なカビ毒であり，ナッツ類，香辛料等に含有されている可能性がある. そこで

輸入ナッツ５検体，赤唐辛子２検体についてアフラトキシンの検査を実施した結果，いずれの食品からも検

出されなかった． 

 

  6. リステリアの検査  

輸入ナチュラルチーズ５検体についてリステリア菌の分離検査を実施した結果，いずれの検体からも検出

されなかった. 
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  8) 遺伝子組換え食品検査 

     ジャガイモ加工品(８検体），輸入大豆（８検体），トウモロコシ穀粒および加工品（16検体）の検査を実施

    した．いずれも組換え遺伝子は不検出であった． 

  9) 特定原材料(アレルギー物質）検査 

   表示以外の特定原材料物質の使用の有無について，確認の検査を実施した．小麦（12検体），卵（12検体），

   落花生（８検体）の検査を実施した結果，いずれも陰性であった． 

 

  10) 緊急検査 

食品中の化学物質が原因と思われる食中毒事例及び異味・異臭等の苦情に係る食品について，保健所からの

依頼検査を実施した. 保育園児が花祭りで飲んだ甘茶，里芋の煮物，白菜の漬物等５検体について毒物及び農

薬の簡易キット検査，固相マイクロ抽出装置による揮発成分の定性，残留農薬検査等のべ 510項目の検査を実

施した．また食中毒に係る検体について，保健所からの依頼によりキノコの検査（３検体）を実施したところ，

その内２検体からα-，β-アマニチンを検出した。 
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4 技術指導及び支援 
 
4.1  保健所検査担当者等の研修 
 

期  日 研  修  内  容 受 講 者 担当部 

 H21年 5月12日 
 
平成21年度公害関係立入事務研修会（講義，実習） 
 

振興局環境課 
職員等 30名 

 
環境科学部 
 

 H21年 6月11日 
    ～ 6月12日 

 
第1回保健所試験検査担当者研修会（講義，実習） 
 

保健所等 
11名 

 
保健科学部 
 

 H21年10月22日 
   ～ 10月23日 

 
第2回保健所試験検査担当者研修会（講義，実習） 
 

保健所等 
9名 

 
食品安全検査ｾﾝﾀｰ 
 

 
 H22年 2月26日 

 

 
第3回保健所試験検査担当者研修会（講義） 
 

保健所等 
26名 

保健科学部 
食品安全検査ｾﾝﾀｰ 

 
4.2  講師派遣 
 
  「研修講師等」 

期  日 内  容 場 所 受 講 者 担当者 

 H21年10月30日 
    ～10月31日 

 
 薬剤耐性菌解析機能強化技術研修会 
 

 
武蔵村山市 
 

地方衛生研究所研究員 
(30名) 

 
白木 

 

 H21年11月25日  環境医学(集中講義) 岐阜大・医 医学部６年生 80名 高原 

 H22年 3月 8日  環境医学(集中講義) 岐阜大・医 医学部２年生 80名 高原 

 
  「出前講演」 

期  日 内  容 場 所 受 講 者 担当者 
 

 H21年 4月 9日 
 

 
遺伝子組み換え食品のはなし 
 

 
 岐阜市 
 

岐阜北法人会徹明支部 
定時総会（30名） 

 
羽賀 

 
 

    6月12日 
 

・地下水汚染について 
・酸性雨の現状 
・産学官連携共同研究事例 

 
 各務原市 
 

岡村機工（株）社員 
（36名） 

佐々木 
三原 
西川 

 
    6月19日 

 

 
新型インフルエンザについて 
 

 
 各務原市 
 

可児市小中学校教頭会 
（25名） 

 
猿渡 

 
 

     6月24日 
 

 
進め！那加第２調査隊 
 

 
 各務原市 
 

小学生，講師（23名） 
 

岡 
大塚 

 
    6月25日 

 

 
かおりと健康 
 

 
 岐阜市 
 

新生メディカル職員 
（50名） 

 
高原 

 

    11月11日 
      11月12日 

新型インフルエンザについて 
（同一題目を２回講演） 

 
 各務原市 
 

各務原市消防職員健康 
管理講習会（120名） 

猿渡 

 
    11月18日 

 

・インフルエンザについて 
・食品の安全・安心について 

 
 各務原市 
 

西濃食品衛生協議会輪 
之内支部（40名） 

猿渡 
原 

 
 H22年 2月18日 

 

 
食品の異臭判定方法等について 
 

 
 四日市市 
 

三重県食品監視協会 
（20名） 

高原 
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  「所内見学」 

期  日 団  体  名 人 数 見学先 

 H21年 6月 3日 名城大学学生       1 環境科学部 

       6月12日 岡村機工（株）      36 所全体 

       6月16日 各務原市総務課市民活動推進室「動く市民教室」      15 食品安全検査ｾﾝﾀｰ 

       6月19日 可児市小中学校教頭会      20 所全体 

       6月19日 愛知工業大学学生       3 環境科学部 

       6月26日 岐阜県技術士会       7 環境科学部 

     7月16日 各務原市総務課市民活動推進室「動く市民教室」      23 食品安全検査ｾﾝﾀｰ 

       7月21日 各務原市総務課市民活動推進室「動く市民教室」      21 食品安全検査ｾﾝﾀｰ 

       7月28日 揖斐郡学校給食研究協議会      19 食品安全検査ｾﾝﾀｰ 

      11月18日 西濃食品衛生協議会輪之内支部      15 食品安全検査ｾﾝﾀｰ 

 H22年 1月28日 岐阜大学応用生物科学部獣医学科課程学生      31 所全体 

 

4.3  研修生の受入 

 

期  日 研  修  内  容 受 講 者 担当者 

  H21年 4月24日 

   ～  4月30日 

 

食品の水分活性測定技術 

 

 

イビデン物産㈱ 林緑 

 

 

多田 

 

  H21年 5月25日 

  H22年 3月31日 

 

フロン類の分析技術 

 

上田石灰製造㈱  

  武田智也 
高原 

  H21年 6月 1日 

～H22年 3月31日 

 

内装材のＶＯＣ除去性能評価 

 

 

㈱ヤマセ 大森江理   

 

 

西川 

 

 

  H21年 7月 8日 

 

 

嗅覚官能試験 

 

 

岐阜大学学生 

 

 

高原 
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4.4  技術支援（現場での指導等） 

 

期  日 研  修  内  容 受 講 者 担当者 

 

 H21年 5月22日 

 

 

再生プラスチックによる腐食の原因解明について 

 

 

県産業技術センター職員 

 

西川 

佐々木 

        6月 3日 

 

酸性雨分析指導 

 

名城大学学生 三原 

 

        6月19日 

 

 

VOC分解処理装置について 

 

 

(株)オーデン 

 

西川 

高原 

 

        6月29日 

 

 

VOC対策について 

 

 

佐々木コーティング(株) 

 

西川 

大塚 

 

        8月10日 

 

 

排出VOCガスの実態調査について 

 

 

(株)鵜飼 

 

西川 

大塚 

       10月 9日 

 

堆肥舎の悪臭対策 

 

東濃振興局 職員 高原 

 

 

    10月29日 

～H22年 3月23日 

 

 

岐阜県医薬品等ＧＸＰ研究会 

 ・総会 

 ・医薬品等ＧＶＰ、ＧＱＰ、ＧＭＰに関連した 

 「外部監査」に関する調査研究及び「監査チェッ 

クリスト」を作成 

  ・成果報告会 

 

 

岐阜県医薬品等ＧＸＰ研究

会 

 

 

吉田 

 

       11月 5日 

 

 

VOC分解実験の指導 

 

 

(株)ＴＹＫ 

 

大塚 

高原 

 

  H22年 2月 3日 

 

岐阜県環境計量証明事業協会統一精度管理調査結果

報告会（グランベール岐山） 

岐阜県環境計量証明事業協 

会 

 

佐々木 

 

 

     3月 1日 

 

 

品質管理のためのガス分析法 

 

 

フタムラ化学 

 

 

高原 

 

 

4.5  来所者等への個別指導 

 

所属機関 保健科学部 生活科学部 環境科学部 食品安全検査ｾﾝﾀｰ 

県 関 係   8  4  38  3 

市 町 村   0  0  11  1 

そ の 他   4  0  72  1 

計  12  4 121  5 

         ※民間検査機関、製造業者等を含む。 
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5 行  事 

5.1 会議等 

年 月 日 会     議     名 場   所 出席人数 

 21. 4. 8 

   4.15 

     4.17 

   4.20 

     4.22 

   4.29 

 岐阜県工業会第１回幹事会 

 環境行政会議 

 保健所等関係課長会議 

 市町村等環境保全担当者打ち合わせ会議 

 保健所等生活衛生担当者チーフ会議  

 第２回新型インフルエンザ対策本部幹事会 

各務原市 

岐阜市 

岐阜市 

岐阜市 

岐阜市 

岐阜市 

１ 

２ 

４ 

１ 

４ 

１ 

    5. 2 

   5. 4 

     5.11 

     5.13 

     5.14 

   5.16 

   5.17 

   5.22 

 第１回新型インフルエンザ対策庁内会議 

 新型インフルエンザ対策庁内会議 

 第１回試験研究機関部長会議 

 地方衛生研究所東海ブロック会議 

 ＶＯＣ第１回研究推進会議 

 第５回岐阜県新型インフルエンザ対策幹事会 

 第６回岐阜県新型インフルエンザ対策幹事会 

 ジェネリック医薬品試験研究打ち合わせ 

岐阜市 

岐阜市 

岐阜市 

各務原市 

各務原市 

岐阜市 

岐阜市 

名古屋市 

１ 

１ 

４ 

６ 

５ 

１ 

１ 

１ 

    6. 4 

    6. 4 

     6. 4 

     6. 8，9 

     6.16 

   6.17 

     6.19 

   6.24 

     6.30 

 全国衛生化学技術協議会 

 環境月間記念講演会 

 岐阜県工業会第２回幹事会 

 第１回リサイクル認定製品付託検討会議 

 第２回試験研究機関部長会議 

 研究機関部長会議 

 第30回地研全国協議会東海北陸支部総会 

 全環研東海・近畿・北陸支部共同研究会議 

 環境産業プロジェクト会議 

東京都 

岐阜市 

各務原市 

岐阜市 

岐阜市 

岐阜市 

福井市 

神戸市 

岐阜市 

１ 

２ 

１ 

１ 

４ 

４ 

１ 

１ 

２ 

   7. 9 

   7. 9～10 

   7. 9～10 

   7.10 

     7.10 

   7.22 

   7.23 

    7.23 

   7.29 

    7.31 

 平成21年度衛生微生物技術協議会総会 

 薬剤耐性菌等に関する研究班打合せ会議 

 衛生微生物技術協議会第30回研究会 

 平成21年度東海地域環境試験研究機関所長会 

 東海地域環境研究所長、総務課長会議 

 環境測定統一精度管理調査結果説明会             

 ＪＳＴ育成研究打ち合わせ 

 H21年度統一精度管理 東海近畿北陸支部ブロック会議 

 岐阜県土壌・地下水汚染対策検討会 

 平成21年度全環研協議会東海近畿北陸支部 

堺市 

堺市 

堺市 

浜松市 

浜松市 

大阪市 

名古屋市 

金沢市 

岐阜市 

大阪市 

１ 

１ 

３ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

１ 

     8. 3 

     8. 5 

     8.18～19 

     8.21 

 残留農薬等分析法検討会 

 岐阜県工業会第３回幹事会 

 環境技術開発基盤整備モデル事業担当者会議 

 共同研究打ち合わせ 

東京都 

各務原市 

さいたま市 

名古屋市 

１ 

１ 

２ 

１ 

     9. 3 

     9. 8 

     9.14 

     9.15 

     9.17 

 平成21年度全環研東海・近畿・北陸支部総会 表彰式 

 第３回試験研究機関部長会議  

 地方衛研東海北陸ブロック会議 

 薬剤耐性菌等に関する研究班打合せ会議 

 広域的健康危機管理対策体制整備  

和歌山市 

岐阜市 

名古屋市 

東京都 

名古屋市 

２ 

４ 

１ 

１ 

１ 

    10. 7 

    10. 8, 9 

    10.16 

    10.20 

    10.26 

 ＶＯＣ第２回研究推進会議 

 第２回リサイクル認定製品付託検討会議 

 全環研協議会廃棄物専門部会 

 第60回地方衛生研究所全国総会 

 東海地区環境試験研究機関会議大気騒音分科会 

各務原市 

岐阜市 

京都市 

奈良市 

名古屋市 

５ 

１ 

１ 

１ 

２ 

    11.20  東海地区環境試験研究機関会議水質分科会 浜松市 １ 
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年 月 日 会     議     名 場   所 出席人数 

    12. 1 

 

    12.10 

    12.10 

    12.17 

    12.21 

 Ｃ型共同研究「光化学オキシダントと粒子状物質等の汚 

 染特性解明に関する研究」近畿東海グループ会議 

 臭気指数規制ガイドライン等地方公共団体説明会 

 東海地区環境研究機関会議化学物質分科会 

 第４回試験研究機関部長会議  

 土壌地下水汚染対策検討委員会 

大阪市 

 

東京都 

静岡市 

岐阜市 

岐阜市 

１ 

 

１ 

２ 

３ 

１ 

 22. 1.13 

    1.13 

    1.27 

 岐阜県工業会第５回幹事会 

 東海地区環境試験研究機関会議企画運営情報分科会 

 ＶＯＣ第３回研究推進会議 

各務原市 

静岡市 

各務原市 

１ 

２ 

５ 

     2. 4 

     2. 8 

   2. 8 

     2.10 

     2.10 

     2.15 

     2.18 

     2.18 

     2.19 

     2.25～26 

     2.25～26 

 第３回リサイクル認定製品付託検討会議 

 第３回試験研究機関所長会議         

 第２回全環研共同調査研究打ち合わせ会議 

 国設酸性雨・大気環境測定所担当者会議 

 研究機関部長会議 

 薬剤耐性菌等に関する研究班打合せ会議 

 研究課題連絡調整会議 

 第５回試験研究機関部長会議 

 全環研近畿ブロック有害化学物質部会 

 第38回全国環境研協議会総会 

 全国環境研協議会  支部研究会 

岐阜市 

高山市 

神戸市 

東京都 

岐阜市 

東京都 

岐阜市 

岐阜市 

奈良市 

東京都 

京都市 

１ 

１ 

１ 

１ 

４ 

１ 

４ 

４ 

１ 

１ 

２ 

   3. 3 

     3. 4～ 5 

   3. 5 

     3.10 

     3.11～12 

 

   3.12 

     3.12 

     3.17 

 岐阜県工業会技術交流会 

 地衛研東海北陸支部微生物部会               

 環境技術開発基盤整備モデル事業担当者会議 

 岐阜県工業会第６回幹事会 

Ｃ型共同研究「光化学オキシダントと粒子状物質等の汚 

 染特性解明に関する研究」全体研究会 

酸性雨モニタリング（陸水）担当者会議 

酸性雨（陸水）委託事業説明会及び調査結果ヒアリング 

 平成21年度放射能分析確認調査技術検討会 

各務原市 

岐阜市 

東京都 

各務原市 

東京都 

 

名古屋市 

東京都 

東京都 

８ 

７ 

２ 

１ 

１ 

 

１ 

１ 

１ 

 

5.2 研修会等 

年 月 日 研     修     名 場   所 出席人数 

 21. 4.13～17  初任者研修 岐阜市 １ 

     5.11～15 

     5.19～28 

     5.20～21 

     5.21 

     5.26 

 初任者研修 

 環境放射能分析研修 環境放射能分析・測定の基礎 

 国設酸性雨測定所管理運営業務担当者講習会 

 新任主査級研修 

 地域資源開発プロジェクト事業説明会 

岐阜市 

千葉市 

新潟市 

岐阜市 

笠松町 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

   6．3 

    6.12 

     6.15～16 

    6.24～26 

 GC/MS操作セミナー 

 新任課長補佐級研修 

 初任者体験研修 

 バイオセーフティ技術講習会 

桑名市 

岐阜市 

関市 

東京都 

２ 

１ 

１ 

２ 

   7. 3 

     7. 3 

     7. 7 

     7. 9 

     7.15～16 

     7.17 

     7.28 

   7.29 

    7.30 

     7.30 

 国際規制物資の使用に関する講習会 

 ぎふ生命科学講演会 

 GC/MSソリューションセミナー 

 食品衛生監視員研修会 

 MSセミナー 

 分析技術講演会 

 セラミックス研究所・研究員研修会 

 医薬品・医療機器の監視指導や麻薬対策 

 新任チーフ級研修 

 第１回リン資源リサイクルシンポジウム 

東京都 

各務原市 

名古屋市 

岐阜市 

名古屋市 

名古屋市 

多治見市 

大阪市 

岐阜市 

東京都 

１ 

多数 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

１ 

１ 

１ 
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年 月 日 研     修     名 場   所 出席人数 

     8. 6～ 7 

   8.10 

     8.24 

     8.26～27 

 初任者体験研修 

 研究打ち合わせ及びメンタルヘルス研修 

 食品衛生検査施設信頼性確保部門責任者等研修会 

 技術移転に係わる目利き人材育成研修会 

各務原市 

岐阜市 

東京都 

岐阜市 

１ 

１ 

１ 

２ 

     9. 1 

     9. 3 

     9. 4 

     9. 7 

     9.16 

     9.18 

     9.18 

     9.28 

 第３回日本薬局方に関する説明会 

 分析計測機器セミナー・展示会 

 2009分析展 

 生物食品技術研修会 

 ＶＯＣ対策フェアー 

 科研費補助金公募要領等説明会 

 2009地球環境保護 土壌・地下水浄化技術展 

 ＩＳＯ内部環境監査員研修会 

大阪市 

千葉市 

千葉市 

各務原市 

東京都 

吹田市 

東京都 

岐阜市 

１ 

１ 

１ 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

    10. 7～ 9 

    10.16 

    10.21 

    10.22 

    10.22～23 

    10.23 

    10.27～30 

 

    10.28～29 

 10.29～11. 1 

    10.29～30 

    10.29～30 

    10.30～31 

 第20回HIV検査法技術研修会 

 階層別研修 

 中部電力テクノフェア 

 びわこ環境ビジネスメッセ2009 

 エコテクノ2009 

 無機分析セミナー 

 Agilent5975 GC/MS基礎オペレーション 

      及びメンテナンストレーニング講習 

 第17回地域を活かす科学技術政策研修会 

 耐性菌技術研修会 

 地衛研東海北陸ブロック理化学部門専門家研修 

 第36回環境保全公害防止研究発表会 

 岐阜大学フェア 

名古屋市 

岐阜市 

名古屋市 

長浜市 

北九州市 

名古屋市 

大阪市 

 

岐阜市 

東京都 

名古屋市 

富山市 

岐阜市 

１ 

１ 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

３ 

１ 

１ 

３ 

３ 

    11. 6 

    11.12～13 

    11.13 

    11.14 

    11.17 

    11.18 

    11.20 

    11.20 

 11.24～12.10 

 第53回岐阜県公衆衛生研修会 

 全国衛生化学技術協議会年会 

 水質分析セミナー 

 ものづくり岐阜テクノフェアー2009 

 食の安全に関する講演会 

 ECO-Manufacture2009 製造業環境・エネルギー対策展 

 第２回リン資源リサイクルシンポジウム 

 地方衛生研究所全国協議会自然毒部会研究発表会 

 水質分析研修Aコース 

各務原市 

盛岡市 

名古屋市 

大垣市 

岐阜市 

東京都 

東京都 

堺市 

所沢市 

４ 

４ 

１ 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

   12. 1～ 2 

    12. 3 

    12. 6 

    12.11 

    12.16 

    12.21 

    12.22 

 

 分析機器操作トレーニング研修 

 中小企業向けVOC処理対策技術普及セミナー 

 新エネ・省エネ推進専門員講習会 

 リチウムイオン電池についての講演会 

 第１回環境技術研究会講演会 

 文書表現力向上講座 

 第６回医薬品レギュラトリーサイエンスフォーラム 

 シンポジウム 

八王子市 

岐阜市 

大垣市 

各務原市 

各務原市 

岐阜市 

東京都 

 

１ 

７ 

１ 

１ 

２ 

１ 

１ 

 

 22. 1. 9 

     1.19～20 

     1.20 

     1.22 

     1.26 

     1.28 

     1.28 

     1.29 

     1.29 

 新エネ・省エネ推進専門員講習会 

 化学物質環境実態調査環境科学セミナー 

 ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｢地域の産学官連携による環境技術開発のいま｣ 

 平成21年度指定薬物分析・鑑定に関する研修 

 食品ＧＬＰ先進地視察 

 第９回医薬品品質フォーラムシンポジウム 

 地域保健総合推進事業担当者研修会 

 食物アレルギーを巡る最近の動向シンポジウム 

 第４回「土壌・地下水汚染の調査・対策技術の現状」 

 セミナー               

大垣市 

東京都 

さいたま市 

東京都 

大阪市 

東京都 

東京都 

東京都 

大阪市 

１ 

２ 

２ 

１ 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 
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年 月 日 研     修     名 場   所 出席人数 

   2. 2 

     2. 2～10 

     2. 4～ 5 

     2. 9～10 

     2.15～26 

     2.17 

     2.17～18 

     2.18～19 

     2.19 

    2.23 

    2.25～26 

     2.25～26 

     2.26 

     2.26 

 鳥インフルエンザ対策に関する研修会 

 クリプトスポリジウム試験法に係る技術研修 

 地衛研東海・北陸支部衛生化学部会 

 四重極LC／MSシステムオペレーション基礎研修 

 大気分析研修 

 情報技術研究所・研究員研修会 

 第25回全国環境研究所交流シンポジウム 

 平成21年度ねずみ・衛生害虫駆除研究協議会 

 ＶＯＣ排出抑制講習会 

 第４回日本薬局方に関する説明会 

 希尐感染症診断技術研修会 

 全環研東海近畿北陸支部「支部研究会」 

 関西６私大 新技術説明会 

 環境セミナーエコアクション21 

名古屋市 

和光市 

金沢市 

八王子市 

所沢市 

各務原市 

つくば市 

岐阜市 

名古屋市 

大阪市 

東京都 

富山市 

東京都 

岐阜市 

１ 

１ 

６ 

１ 

１ 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

３ 

１ 

１ 

     3. 2 

     3. 8 

 

    3. 9 

     3.18 

     3.23 

 バイオセーフティ技術認定更新研修会 

 文部科学省都市エリア産学官連携促進事業岐阜県南部エ 

 リア研究発表会 

 平成21年度生活衛生関係技術担当者研修会 

 光化学オキシダント自動計測器の校正に係る研修 

 平成21年度岐阜県医薬品等製造販売・製造業者講習会 

東京都 

岐阜市 

 

東京都 

名古屋市 

各務原市 

２ 

１ 

 

１ 

１ 

１ 

 

5.3 学会等 

年 月 日 学     会     名 場   所 出席人員 

 21. 5.14～15  第97回日本食品衛生学会学術講演会 東京都 １ 

     6.9～10 

     6.17 

 

     6.18～19 

     6.23 

 第18回環境化学討論会 

 第15回地下水・土壌汚染とその防止に関する研究集会 

 プレワークショップ 

 第15回地下水・土壌汚染とその防止に関する研究集会 

 産総研 環境・エネルギーシンポジウム 

つくば市 

名古屋市 

 

名古屋市 

東京都 

１ 

２ 

 

１ 

１ 

     7.21 

     7.25 

 大気環境学会中部支部講演会 

 第55回東海公衆衛生学会 

金沢市 

名古屋市 

１ 

１ 

     8.19～20  エアロゾル科学・技術研究討論会 岡山市 １ 

     9.11 

     9.16～17 

     9.17～18 

 第９回環境技術学会研究発表大会 

 第50回大気環境学会年会 

 第20回廃棄物資源循環学会研究発表会 

大阪市 

横浜市 

名古屋市 

２ 

２ 

１ 

    10. 1～ 2 

    10. 8～ 9 

    10.14 

    10.21～23 

    10.25～27 

   10.30～31 

 第32回農薬残留分析研究会 

 第19回無機リン化学討論会 

 第19回環境化学討論会第１回実行委員会 

 第68回日本公衆衛生学会 

 第57回日本ウイルス学会学術集会/ｱﾃﾞﾉｳｲﾙｽ研究会 

 第58回日本感染症学会東日本地方学術集会 

松江市 

東京都 

春日井市 

奈良市 

東京都 

東京都 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

    11. 5～ 6 

  11.12 

    11.12～13 

   11.27～28 

    11.29 

 無機マテリアル学会第119回学術講演会 

 第19回環境化学会第２回実行委員会 

 第46回全国衛生化学技術協議会年会、理事・幹事会 

 第52回日本感染症学会中日本地方学術集会 

 第42回東海薬剤師学術大会 

大垣市 

名古屋市 

盛岡市 

名古屋市 

岐阜市 

１ 

１ 

２ 

１ 

２ 

    12. 3 

  12.17 

 第51回環境放射能調査研究成果発表会 

 第19回環境化学討論会第３回実行委員会 

東京都 

名古屋市 

１ 

１ 

 22. 1.26 

     1.27～29 

     1.30～31 

 第49回日本環境化学会 

 全国都市清掃研究・事例発表会 

 第21回日本臨床微生物学会 

名古屋市 

松山市 

東京都 

１ 

１ 

１ 

   2.19  第19回環境化学討論会４回実行委員会 名古屋市 １ 

     3.15～17  第44回日本水環境学会年会 福岡市 １ 
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5.4 講演会等 

  [学術講演会]  

 ［中小企業向けＶＯＣ処理対策普及セミナー］ 

                   平成 21 年 12 月 3 日 ふれあい会館 

  １ 環境省「地域の産学官連携による環境技術開発基盤整備モデル事業」について 

  ２ 大気汚染防止法の改正（ＶＯＣ規制）について（岐阜県地球環境課） 

  ３ ＶＯＣ対策について（社団法人 におい・かおり環境協会会長  岩崎好陽） 

  ４ 岐阜県グループのＶＯＣ分解処理開発装置について 

    （１）本研究の背景とコンセプト 

    （２）通電発熱式ＶＯＣ分解処理装置の開発 

 

 [保健環境研究所研究成果発表会] 

             平成 22 年 3 月 3 日 健康科学センター(保健環境研究所）「ハイビジョンシアター」 

  １ 岐阜県において今年度流行したインフルエンザについて 

  ２ 宿泊施設を原因とするレジオネラ症集団感染事例の遺伝子型別解析 

  ３ 医療機器の過マンガン酸カリウム還元性物質測定法の検討 

     －モデル試験液による加熱条件の測定精度に与える影響について－ 

  ４ キノコによる食中毒事例について 

     －LC/MS/MS によるアマニチンの分析－ 

  ５ 通電発熱型ＶＯＣ分解処理装置の開発について 

  ６ カートリッジ式ボルタンメトリー法の一般廃棄物処理施設における適用事例 
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6  検査備品及び図書等 

6.1 主要検査備品 

 

品    名 規      格 数量 購入年度 所属 

高圧滅菌器 

バイオメディカルフリーザー 

感染動物飼育装置 

バイオメディカルフリーザー 

超低温フリーザー 

超低温フリーザー 

薬用保冷庫 

遺伝子増幅装置 

倒立顕微鏡 

冷却遠心器 

顕微鏡用デジタルカメラセット 

CO2インキュベーター 

CO2インキュベーター 

遺伝子増幅装置 

ゲル撮影装置 

Nano Drop（ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀｰ） 

冷却遠心機 

オートクレーブ 

オートクレーブ 

インキュベーター 

遺伝子基本配列入力解析装置 

ハイブリダイゼーション反応恒温槽 

パルスフィールド電気泳動装置 

ﾊﾞｲｵｼｰﾙﾄﾞﾛｰﾀｰ（ﾏｲｸﾛ遠心機用） 

ＰＣＲ装置 

メディカルフリーザー 

ＳＡＲＳｺﾛﾅｳｲﾙｽ検出用測定装置 

冷却遠心機 

感染性医療廃棄物用高圧滅菌機 

ＤＮＡ解析装置一式 

超低温フリーザー 

遺伝子迅速検出システム 

ｹﾞﾙﾄﾞｷｭﾒﾝﾃｰｼｮﾝ解析ｼｽﾃﾑ 

ﾏｲｸﾛﾌﾟﾚｰﾄﾃﾞｰﾀ解析ｼｽﾃﾑ 

遺伝子増幅装置 

高速冷却遠心分離器 

超低温フリーザー 

ＤＮＡ一次構造解析装置 

超音波洗浄装置 

落射型蛍光顕微鏡 

濃縮遠心機 

ミリポリア超純水装置 

超低温槽 

パルスフィールド電気泳動装置 

遺伝子増幅装置 

微量冷却遠心機 

超遠心分離器 

自動分注器 

平山製作所 ＨＶ-８５ 

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ５３８ 

日本クレア ＦＲＰバイオ2000 

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ３３８ 

サンヨー ＭＤＦ－３９３ＡＴ 

サンヨー ＭＤＦ－５９３ＡＴ 

サンヨー ＭＰＲ－４１４ＦＳ 

ＢＩＯ－ＲＡＤ ｉＣｙｃｌｅｒ 

オリンパス ＣＫＸ４１Ｎ－３１ＲＣ 

ＫＵＢＯＴＡ ５９２２ 

オリンパス ＦＸ－３８０－１ 

サンヨー ＭＣＯ－３６ＡＩＣ 

サンヨー ＭＣＯ－３６ＡＩＣ（ＵＶ） 

ABI Gene Amp PCR System 9700 

ＴＯＹＯＢＯ ＦＡＳ－Ⅲ 

Ｎａｎｏ Ｄｒｏｐ ＮＤ－１０００ 

クボタ５９２２ 

トミー ＳＸ－３００ 

トミー ＳＸ－５００ 

サンヨー ＭＩＲ－１５３ 

日立 ＤＮＡＳＩＳｐｒｏ 

Hitachi Software KWO-015 

バイオラッド ＣＨＥＦ－ＤＲⅢ 

クボタ ＡＴ－２７３０Ｍ 

バイオラッドiCycler 170-8720JA 

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ５３７ 

ループアンプ ＬＡ－３２０Ｃ 

クボタ ５９２２ 

トミー ＭＳＳ－３２５ 

ベックマンＣＥＱ８０００ 

サンヨー ＭＤＦ－１９２ 

東京インスツルメンツ ＤＮＡscope4他 

日本バイオ・ラッド 

日本バイオ・ラッド 

タカラ ＴＰ３０００ 

日立  ＣＲ２１Ｆ 

三洋電機 ＭＤＦ－１１５５ＡＴＮ他 

ファルマシア 

シャープ ＭＵ－６２４ 

オリンパス ＢＸ－６０ 

サーバント ＡＥＳ－１００ 

日本ミリポリア ＲＸ１２α 

サンヨー ＭＤＦ－７９２ＡＴ 

バイオラッド ＣＨＥＦ－ＤＲ 

パーキンエルマ ＰＣＲシステム 9600 

トミー ＭＲＸ－１５０ 

日立 ＨＩＭＡＣ ＣＰ－７０Ｇ 

三光純薬 ＳＧＲ－２００ 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

Ｈ．19 

Ｈ．19 

Ｈ．19 

Ｈ．19 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．17 

Ｈ．17 

Ｈ．17 

Ｈ．17 

Ｈ．16 

Ｈ．16 

Ｈ．16 

Ｈ．16 

Ｈ．16 

Ｈ．16 

Ｈ．15 

Ｈ．15 

Ｈ．15 

Ｈ．15 

Ｈ．14 

Ｈ．14 

Ｈ．14 

Ｈ．13 

Ｈ．13 

Ｈ．12 

Ｈ．12 

Ｈ. 10 

Ｈ. 10 

Ｈ.  9 

Ｈ． 8 

Ｈ． 8 

Ｈ  8 

Ｈ． 7 

Ｈ． 7 

Ｈ． 6 

Ｈ． 6 

Ｈ.  5 

Ｈ． 5 

Ｈ． 4 

Ｈ． 3 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

 



岐阜県保健環境研究所報 第 18号(2010) 

- 62 - 

品    名 規      格 数量 購入年度 所属 

超低温槽 

マイクロプレートリーダー 

オートダイリューター 

炭酸ガス培養器 

微分干渉顕微鏡 

廃水処理対策ｼｽﾃﾑ付ｴﾊﾞﾎﾟﾚｰﾀｰ 

液滴向流クロマトグラフ 

蒸留水製造装置 

超低温フリーザー 

ＨＬＰＣデータ解析システム 

高速液体クロマトグラフ 

高速液体クロマトグラフ 

旋光度計 

二波長クロマトスキャナー 

崩壊試験器 

溶出試験器 

分光光度計 

マイクロプレートリーダー 

真空凍結乾燥器 

ホルムアルデヒド簡易測定器 

ｲｵﾝｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ分析装置ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ 

卓上型超音波洗浄器 

ＩＣＰ発光分光分析装置用ｵｰﾄｻﾝ 

ﾌﾟﾗｰ・ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ 

ハイボリウムエアーサンプラー 

高感度可燃性ガス検知器 

天秤 

ＶＯＣ分析計 

複合ガス測定器（CO・CO2ﾓﾆﾀｰ） 

誘導結合プラズマ質量分析計 

Ｇｅ半導体検出器一式 

ガスクロマトグラフ装置 

位相差顕微鏡 

低ﾊﾞｯｸｸﾞﾗﾝﾄﾞ放射能自動測定装置 

Ｇｅ半導体核種分析装置 

ガスクロマトグラフ（ＴＣＤ） 

高速液体クロマトグラフ 

赤外分光光度計 

ガスクロマトグラフ 

イオンクロマトグラフ 

悪臭測定装置 

いおう酸化物・粉じん自動測定記録計                

冷凍遠心機 

高速自動濃縮装置 

ＥＣＤ検出器付ｶﾞｽｸﾛﾏﾄグラフ 

メディカルフリーザー 

真空低温乾燥器 

大量注入装置 

マルチ環境計測システム 

オキシダント自動測定記録計 

窒素酸化物自動測定記録計 

サンヨー ＭＤＦ－５９０ＡＴ 

バイオラッド ３５５０ 

三光純薬 ＳＰＲ－２ 

サンヨー ＭＣＯ－９６ 

ニコン ＸＦ－ＮＴ２１ 

EYELA NVC-1100 SB-1000 CCA-1100 

東京理化 普及型ＤＣＣシステム 

アドバンテック東洋 ＧＳＨ－５００ 

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ５８１ 

日本分光 

島津 ＬＣ－１０ＡＤ 

アジレントＬＣ－１１００ 

日本分光 Ｐ－１０２０ＧＴ 

島津 ＣＳ－９１０ 

宮本理研工業 ＨＭ－２Ｆ型 

バンケル ＶＫ－７０００ 

日本分光 Ｖ－６５０ 

バイオラッド モデル６８０ 

アドバンテック ＶＦ－３５０ 

新コスモス電機 ＸＰ－３０８Ｂ 

日本ﾀﾞｲｵﾈｸｽ Chromeleon CM6.8 

㈱エスエヌティ ＵＳ－１０８ 

サーモエレクトロン㈱ ＡＳＸ－２６０ 

 

シバタ ＨＶ－１０００Ｆ 

新コスモス電機 ＸＰ－３１６０ 

ザルトリウス ＬＡ１３０Ｓ－Ｆ 

島津製作所 ＶＭＦ－1000（FID式） 

光明理化学工業 ＵＭ－280Ｌ 

Ａｇｉｌｅｎｔ ７５００ｃｅ 

セイコー ＧＥＭ２５Ｐ４ 

島津ＧＣ２０１４（ＦＰＤ） 

ニコン ＥＣＬＩＰＳＥ８０ｉ 

キャンベラ ５－ＸＬＢ 

セイコー ＭＣＡ７６００ 

島津 ＧＣ８Ａ 

島津 ＨＰＬＣ ＶＰ－１０ 

日本分光 ＦＴＩＲ 

日立 Ｇ３０００ 

島津 ＨＩＣ－ＳＰ 

島津 14ＢＦＦｐ 

東亜ＤＫＫ GRH-106,DUB-12 

クボタ ５９３０ 

柴田科学 ５４１０－０３ 

アジレント ６８９０Ｎ 

サンヨー  ＭＤＦ－Ｕ４４２ 

ヤマト科学  ＡＤＰ－２１ 

ＧＬサイエンス 

テストー４４５ 

東亜ＤＫＫ ＧＵＸ－２５３ 

東亜ＤＫＫ ＧＬＮ－２５４ 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

Ｈ． 2 

Ｈ． 1 

Ｈ． 1 

Ｓ．63 

Ｓ．58 

Ｈ．13 

Ｈ．13 

Ｈ．12 

Ｈ．12 

Ｈ．12 

Ｈ． 4 

Ｈ．12 

Ｈ. 10 

Ｈ． 4 

Ｈ． 4 

Ｈ．16 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．12 

Ｈ．20 

Ｈ．20 

Ｈ．20 

Ｈ．20 

 

Ｈ．19 

Ｈ．19 

Ｈ．19 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．18 

Ｈ．17 

Ｈ．17 

Ｈ．17 

Ｈ．17 

Ｈ．15 

Ｈ. 15 

Ｈ．14 

Ｈ．14 

Ｈ．14 

Ｈ．14 

Ｈ．14 

Ｈ．13 

Ｈ．13 

Ｈ．13 

Ｈ．12 

Ｈ．12 

Ｈ．12 

Ｈ．12 

Ｈ．12 

Ｈ. 12 

保健 

保健 

保健 

保健 

保健 

生活 

生活 

生活 

生活 

生活 

生活 

生活 

生活 

生活 

生活 

生活 

生活 

生活 

生活 

環境 

環境 

環境 

環境 

 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 
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品    名 規      格 数量 購入年度 所属 

中性子サーベイメーター 

高分解能ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析装置                

高速液体クロマトグラフ 

ﾊｲﾎﾞﾘｳﾑｴｱｰｻﾝﾌﾟﾗｰ 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

高周波発光ﾌﾟﾗｽﾞﾏ発光分光分析装置                

マイクロウェーブ分解装置 

冷却小型遠心機 

非メタン炭化水素測定装置 

ＩＭ泉効計 

重油中いおう分分析装置 

分取液体クロマトグラフ 

マイクロプレート・ルミノメータ 

メディカルフリーザ 

シンチレーションサーベイメーター                

悪臭測定装置 

還元気化水銀測定装置 

高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ分取システム 

風向風速計（測定車積載用） 

大気汚染測定車「あおぞら」 

オゾンメーター 

生物発光測定器 

ﾊﾟｰｼﾞﾄﾗｯﾌﾟｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計                

分光光度計 

ポータブルガスクロマトグラフ 

煙道用窒素酸化物測定装置 

一酸化炭素記録計 

分光光度計 

ＴＯＣ測定装置 

イオンクロマトグラフ 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

ガスクロマトグラフ（ＦＰＤ） 

原子吸光光度計 

炭化水素モニタ 

アンダーセン大気用サンプラー 

1/3-1ｵｸﾀｰﾌﾞ実時間分析器 

ガスクロマトグラフ（ＥＣＤ） 

液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌﾀﾝﾃﾞﾑ質量分析計 

自動化農薬成分抽出装置 

高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ操作ｿﾌﾄ 

 

冷凍庫 

オートクレーブ 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

ガスクロマトグラフ（ＥＣＤ） 

還元気化水銀測定装置 

ガスクロマトグラフ（ＥＣＤ） 

ガスクロマトグラフ（ＮＰＤ） 

ガスクロマトグラフ質量分析計 

原子吸光分光光度計 

高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ(ｶｰﾊﾞﾒｲﾄ農薬測定用)                

アロカ 

日本電子（株） ＪＭＳ－７００ 

ＨＰＬＣ  

柴田科学 ＨＶＣ－１０００Ｎ 

ヒュレットパッカード ＨＰ６８９０ 

ヒュレットパッカード ＨＰ５９７３ 

日本ジャレルアッシュ ＩＲＩＳ－ＡＰ 

マイルストーン社 MLS-1200MEGA他 

コクサン Ｈ－５００ＦＲ型 

島津 ＨＣＭ－４Ａ他 

理研計器 

理学電気 サルファＸ ＴＲ４３００９ 

日本ウオーターズ ４０００ 

アート ＪＮＲＡＢ２１００ 

三洋電機 ＭＤＦ－Ｕ４４２ 

アロカ ＴＣＳ－１６６ 

島津 ＧＣ－１７ＡＰＦＦｐ 

マーキュリー  ＩＲＡ－２Ａ 

日本分光 ＰＶ－９８７ 

小笠原計器 Ｃ－Ｗ１０３ 

いすず ＫＣ－ＬＲ２３３Ｊ 

東亜ＤＫＫ 

アロカ ＢＬＲ－３０１ 

横河 ＨＰ－５９７２Ａ 

日立 Ｕ－３０００ 

ＨＮＵ ＧＣ－３１１ 

島津 ＮＯＡ－７０００ 

堀場 ＡＰＭＡ－３５００ 

日立 Ｕ－２０００ 

島津 ＴＯＣ－５０００ 

横河 ＩＣ ７０００Ｓ 

ヒュレットパッカード ＨＰ－5971Ａ 

日立 ２６３－７０ 

日立 Ｚ－６１００ 

島津 ＨＣＭ－４Ａ 

日本化学工業 ３３５１ 

リオン ＳＡ－２５ 

日立 １６３ 

ＡＰＩ ４０００ ＱＴｒａｐ 

ＧＬサイエンス Ｇ－Ｐｒｅｐ GPC8100 

島津高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ VP10 V6  ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ

ｱｯﾌﾟｷｯﾄ 

日本フリーザー ＧＳ－５２０３ＫＨＣ 

ヤマト ＳＰ２００ 

島津 ＧＣ／ＭＳ－２０１０ 

島津 ＧＣ－２０１０ ＥＣＤ 

日本インスツルメント RA-3 Model3220 

島津 ＧＣ－２０１０ ECD-NPD付き 

アジレント ＨＰ－６８９０ 

ヒュレットパッカード ＨＰ５９７３ 

セイコー電子工業 ＳＡＳ７５００ 

島津 ＬＣ－１０ＡＤポストカラム 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

Ｈ．12 

Ｈ．11 

Ｈ．11 

Ｈ. 10 

Ｈ． 9 

Ｈ． 9 

Ｈ． 9 

Ｈ． 9 

Ｈ． 9 

Ｈ． 9 

Ｈ． 9 

Ｈ． 8 

Ｈ． 8 

Ｈ． 8 

Ｈ． 8 

Ｈ． 8 

Ｈ． 7 

Ｈ． 7 

Ｈ． 7 

Ｈ． 7 

Ｈ． 7 

Ｈ． 5 

Ｈ． 5 

Ｈ． 5 

Ｈ． 5 

Ｈ． 5 

Ｈ． 4 

Ｈ． 4 

Ｈ． 4 

Ｈ． 4 

Ｈ． 3 

Ｈ． 2 

Ｈ． 1 

Ｓ．62 

Ｓ．62 

Ｓ．59 

Ｓ．57 

Ｓ．53 

Ｈ．20 

Ｈ．20 

Ｈ．20 

 

Ｈ．19 

Ｈ．19 

Ｈ．18 

Ｈ．17 

Ｈ．16 

Ｈ．15 

Ｈ．15 

Ｈ．10 

Ｈ． 8 

Ｈ． 6 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

環境 

食品 

食品 

食品 

 

食品 

食品 

食品 

食品 

食品 

食品 

食品 

食品 

食品 

食品 
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［平成 21 年度に購入した検査備品］     

 

品    名 規       格 数量 設置場所（部) 

リアルタイムＰＣＲ 

ユニバーサル冷却遠心機 

RNA自動抽出装置 

バイオメディカルフリーザー 

バイオメディカルフリーザー 

電子天秤 

マイクロ冷却遠心機 

オートクレーブ 

超音波洗浄装置 超音波発振器 

超音波洗浄装置 超音波洗浄槽 

高分解能ガスクロマトグラフ質量 

分析装置ワークステーション 

メカニカル制御攪拌機 

ハンディタイプ溶存酸素計 

一酸化炭素メーター 

粉砕器 

ガスパージ式濃縮器 

分液ロート振とう器 

ガスクロマトグラフタンデム質量分析計                 

抽出用マントルヒーター 

Applied Biosystems StepOnePlus™   

クボタ ５９２２ 

ＱＩＡＧＥＮ ＱＩＡｃｕｂｅ 

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ５３８Ｄ 

サンヨー ＭＤＦ－Ｕ５３８ 

ザルトリウス ＭＳＥ２２０３Ｐ 

クボタ ３７８０ 

トミー ＬＳＸ－３００ 

日立国際電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ UO600PB-26 

日立国際電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ UT-50PA 

日本電子（株）ＭＳｔａｔｉｏｎＰＣ 

   

ＩＫＡ社製 ＲＷ２０デジタル 

ＨＯＲＩＢＡ製 ＯＭ－５１－１０ 

ＢＫ ＰＲＥＣＩＳＩＯＮ製 ６２７ 

㈱レッチェ グラインドミックス GM200 

ＧＬサイエンス リアクティサーモ 

東京理科機器 MMV-1000W 

アジレント７０００B GC/MS トリプル四重極システム 

㈱東京技術研究所 HKI-A-6 

１ 

１ 

２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

保健科学部 

保健科学部 

保健科学部 

保健科学部 

保健科学部 

保健科学部 

保健科学部 

保健科学部 

保健科学部 

保健科学部 

環境科学部 

 

環境科学部 

環境科学部 

環境科学部 

食品安全検査ｾﾝﾀｰ         

食品安全検査ｾﾝﾀｰ         

食品安全検査ｾﾝﾀｰ         

食品安全検査ｾﾝﾀｰ         

食品安全検査ｾﾝﾀｰ         

 

6.2  新規購入図書  

 

分 類 図   書   名 著  者  等 発 行 所 

519 

公害環境工学 

 

486 動物学 

国内外におけるPFOS/PFOAの最新規制 

動向と対応策 

 

新訂 原色昆虫大図鑑Ⅲ 

技術情報協会 

 

 

平嶋義宏 森本桂 

株式会社 

技術情報協会 

 

株式会社 北隆館 

 

［雑誌］ 

分 類 雑    誌    名 巻 号 

(邦文雑誌) 

400 科学 

 

430 化学 

 

 

 

490 医学 

 

 

518 

 衛生工学 

 

 

 

(欧文雑誌) 

490 医学 

 

科学技術文献速報 環境公害編 

放射線化学 

化学と生物 

分析化学 

ぶんせき 

食品衛生研究 

臨床と微生物 

保健医療科学 

PHARM TECH JAPAN 

資源環境対策 

環境技術 

生活衛生 

全国環境研会誌 

官公庁環境専門資料 

 

Journal of Health Science 

 

     2009 

       52-53 

       47 

       58 

      2009 

       59-60 

       36-37 

       58 

       25-26 

       45-46 

       38-39 

       53-54 

       34 

       44-45 

 

       55-56 
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岐阜県保健環境研究所へのアクセス

●ＪＲ高山本線「那加駅」から徒歩２０分

●名鉄各務原線「市民公園前」「各務原市役所前」から徒歩１５分

●東海北陸自動車道「岐阜各務原ＩＣ」から車で約１０分
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